
100% — －

進
捗
状
況
説
明

①平成28年度に地元住民等関係者を集めた協議会を開催し、東村慶佐次川の利用ルール案を作成した。

②中城湾港新港地区のヒルギダマシの駆除（駆除面積約10.6ha）を行い、トカゲハゼ生息域の再生を計画どおり実施できた。
・自然環境再生モデル事業は環境再生課ホームページにおいて公表
（http://www.pref.okinawa.jp/site/kankyo/saisei/saiseimodel.html）

約20%増加

— －

実　績 — — 作成した — －

【H30成果目標】
再生箇所における事業実施前より河川水生
生物の個体数

目　標 — — — —

②トカゲハゼの生息できる干潟の再生
目　標 — — 100% — －

実　績 — —

・東村慶佐次川の自然環境再生に向けて、地域住民、地元自治体やNPO等多くの関係者と意見交換の場（協議会２回、ネット
ワーク会議１回、専門部会１回）を設け、再生の取組を推進させることにつながった。平成28年度は、下流域の生物生息域の
再生に向けた取組、関係機関とのネットワークの形成のほか、繰越事業として平成29年度は、小水路復元によるヒルギ林内
生態系の再生に向けた取り組みを行い、これらの取組からノウハウ・課題の整理を行った。

・中城湾港新港地区において絶滅危惧種であるトカゲハゼを保全するため、平成28年度は、外来種のヒルギダマシの駆除を
一部面積で実施し、繰越事業として平成29年度は、残りの面積において駆除を実施し、トカゲハゼ生息域の再生の取組を
行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（－年度）
27年度 28年度 29年度

外来種ヒルギダマシの駆除の実施
目　標 — — 約10.6ha —

実　績 — — 約10.6ha

目標値
（30年度）

①自然環境再生モデル事業で再生する河川
の利用ルール案の作成

目　標 — — 作成する

予算の状況の説明

・平成28年度予算は、慶佐次川自然環境再生モデル事業のうちマングローブ林内生態系の再生と中城湾港
新港地区の絶滅危惧種であるトカゲハゼの保全を行うため、補正予算において予算措置を行ったものの、前
者は関係機関との手続きに、後者は外来種のヒルギダマシ識別に不測の日数を要し、マングローブ林内生態
系の再生、ヒルギダマシ駆除（一部は平成28年度に実施）の取り組みについて、次年度に繰り越すこととなっ
た。
・最終的な執行率は73.9%であり、主に工事請負費、委託料の執行残が発生したことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

自然環境再生モデル事業に係る協議会や勉
強会等の開催

予算額・
執行額

【単位:千円】

0

目　標 — ６回 ３回 —

実　績 — 10回 ６回 —

—

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 99.4% — 33.4% 63.3% —

Ｃ．次年度繰越額 － － 89,377 － －

うち交付金充当額 24,646 — 37,246 45,267 0

0

Ｂ．執行済額 30,808 — 46,557 56,584 0

－ － － 89,377 －

Ａ．計(b+d) 30,987 — 139,512 89,377

(d)前年度繰越額

0

(c)増減額(b-a) 0 — 110,288 0 0

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 30,987 — 29,224 0 0

(b)予算現額 30,987

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

— 139,512

事業内容
　失われた沖縄らしい自然環境の再生を展開していく上での課題整理等を行うため、沖縄県自然環境再生指針に基づく自然環境再
生モデル事業及び干潟再生による絶滅危惧種の保全を実施する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　環境部環境再生課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 33

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（平成30年度）

H28-No.26

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

26 自然環境の保全・再生・防災機能戦略的構築事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（１）－ウ

自然環境の再生

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－10－（１）



○平成28年度（現年）分

○平成28年度（繰越）分

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は、公募型プロポーザル方式により、実
績、知識等を勘案した上で選定しており、妥当であっ
たと考える。

○費目、使途については、事業目的達成の観点から
必要なものか等について、実績精算時に関係書類に
より確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

—

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

103,141 103,141 82,513 20,628 0 0

今後の取り組み方針

・東村慶佐次川の自然環境再生に向けて、再生箇所の利活用を行うため、平成29年度事業の中で関係行政機関、関係団体、地域住民等の幅広い主
体が協働して利活用計画（骨子案）を取り纏めたところであり、平成30年度事業では骨子案を踏まえ、引き続き関係者間による協働のもと利活用計画
（案）の策定に取り組む。

・関係行政機関、関係団体、地域住民等に対し、中城湾港新港地区のトカゲハゼの保全について周知を図る。また、モニタリングを実施し、ヒルギダマ
シの繁殖を防ぐ対策を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

0

H28-No.26

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・東村慶佐次川の自然環境再生に向けて、自然環境、生活環境、地域振
興、防災機能等を整理した利活用計画（案）を策定する必要がある。

・中城湾港新港地区において、トカゲハゼを保全するため、今後、ヒルギ
ダマシが繁殖しないよう注視していく必要がある。

・利活用計画（案）を策定するにあたっては、関係行政機関、関係団
体、地域住民等の幅広い主体が協働する。

・中城湾港新港地区において、関係行政機関、関係団体、地域住民等
が協働して生息域の保全に取り組んでいく必要がある。

沖縄県

交付対象
事業費

56,584千円
(H28繰越分)

委託料
21,000千円

沖縄県土木建築部港湾課分任

委託料1,580千円、工事請負費34,004千円

委託料
1,580千円

工事請負費
34,004千円

中城湾港（新港地区）ヒルギダマシ駆除に係る委託業務

＜事業主体＞
沖縄県土木建築部中部土木事務所、港湾課

ヒルギ林内生態系再生モデル事業共同企業体

21,000千円

ヒルギ林内生態系再生モデル事業に係る委託業務

＜共同企業構成企業＞

(株)沖縄環境地域コンサルタント、(株)屋部土建、(一財)沖縄県環

境科学センター

沖縄県

交付対象
事業費

46,557千円
(H28現年分)

委託料
24,590千円

沖縄県土木建築部港湾課分任

委託料1,242千円、工事請負費10,668千円

委託料
1,242千円

工事請負費
10,668千円

中城湾港（新港地区）ヒルギダマシ駆除に係る委託業務

＜事業主体＞
沖縄県土木建築部中部土木事務所、港湾課

沖縄県自然環境再生モデル事業共同企業体

24,590千円

沖縄県自然環境再生モデル事業に係る委託業務

＜共同企業構成企業＞

(株)沖縄環境地域コンサルタント、日本工営（株）、(一財)沖縄県環

境科学センター

委託料
9,000千円

事務費
1,057千円 旅費、需用費、使用料、報酬、共済費

ヒルギ林内生態系再生モデル事業共同企業体

9,000千円

ヒルギ林内生態系再生モデル事業に係る委託業務

＜共同企業構成企業＞

(株)沖縄環境地域コンサルタント、(株)屋部土建、(一財)沖縄県環

境科学センター



H28-No.131

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

131 スマートエネルギーアイランド基盤構築事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（３）－イ

クリーンエネルギーの推進

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１１－（３）

事業内容

　沖縄県における再生可能エネルギーの導入量拡大を目指すため、IT技術を活用した地域におけるエネルギーマネジメントシステ
ムの実証と小規模離島における再エネ最大導入、極小規模離島における再生可能エネルギー100%自活に向けた実証等を行う。
　また、沖縄－ハワイクリーンエネルギー協力に基づき、系統安定化・再生可能エネルギーソリューションの調査、人材交流等を行
う。

効果発現年度  　 □当年度　 　　　　　■後年度　（平成30年度）

　商工労働部産業政策課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 32

(a)当初予算額 218,075 0 666,266 0 0

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 0 ▲ 13,350 0 0

(b)予算現額 218,075 0 652,916 0 0

Ａ．計(b+d) 218,075 0 652,916 178,284 0

(d)前年度繰越額 － － － 178,284 －

うち交付金充当額 167,301 0 373,887 142,627 0

Ｂ．執行済額 209,126 0 467,359 178,284 0

執行率（％）(B/A) 95.9% 0.0% 71.6% 100.0% 0.0%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 178,284 0 0

予算の状況の説明
・宮古島市に委託している全島エネルギーマネジメントシステム実証事業にて、H28年度開発予定であった
実証設備の仕様決定に時間を要したため、平成29年度へ一部繰越しが発生した。
・平成29年度は、計画とおりにシステムの開発が終了し、予算を適切に執行出来た。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）
達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

宮古島EMSを活用した新たなビジネスモデル
の創出に向けた実証等の実施

目　標 ― データの蓄積 データの蓄積 モデル案の創出

実　績 ― データの蓄積 データの蓄積 モデル案の創出

―

極小規模離島再エネ100％自活実証の事業
可能生調査の実施

目　標 ― ― 報告書作成 ―

実　績 ― ―

来間島EMSの年間を通した運用によるデータ
の蓄積と分析等の実施

目　標 ― データの蓄積 データの蓄積 ―

実　績 ― データの蓄積 データの蓄積

報告書作成 ―

達
成
状
況
説
明

・宮古島市で実施している全島エネルギーマネジメントシステム実証事業に関して、Ｈ２７年度末に事業体の参画があったため、サービ
ス料設定や電力制御量担保などのビジネス化に向けたソフト・ハード的課題について、市場に直結しうる知見を得ることができ、これま
での実証結果を踏まえ、再エネ利活用のためのモデル案を創出した。また、来間島再生可能エネルギー１００％自活実証事業について
は、これまで蓄積した蓄電池の充放電最適制御などの知見をとりまとめ、後継事業として、極小規模離島を立ち上げる事が出来た。
・極小規模離島事業では、候補離島８箇所を対象に事業可能生調査を、小規模離島事業では技術実証に先立ち、機器の仕様や設置
箇所の検討などをそれぞれ実施した。
・沖縄－ハワイ事業においては、ワークショップや調査を行うと共に、各委員会を設置し、情報交換や評価を行う場所を確立した。

― 報告書作成 ―

沖縄－ハワイクリーンエネルギー協力に基づく事
業（海洋エネルギーワークショップ、ハワイ再エネ
調査、海外展開可能生支援体制調査）を実施

目　標 ― ― データの蓄積 ―

実　績

小規模離島（波照間）で再エネ最大化を図る
ための技術実証の実施

目　標 ― ― 報告書作成 ―

実　績 ―

― ― データの蓄積 ―

29年度
目標値

(30年度)

宮古島EMSの高度化（電力需要最適制御）を
図る

目　標 ― ― データの蓄積 システムの開発 ―

実　績

H28成果目標（指標） 基準値 27年度 28年度

― ― データの蓄積

極小規模離島事業可能生調査に係る報告書
作成

目　標 ― ― 報告書作成 ―

システムの開発 ―

来間島で消費する全電力を再エネ由来で賄
う設備の把握と運用案の設定

目　標 ― ― データの蓄積 ― ―

実　績 ―

―

実　績 ― ― 報告書作成 ― ―

― データの蓄積 ― ―

―

実　績 ― ― 報告書作成 ― ―

― ― データの蓄積 ― ―

ハワイとの連携により更なる再エネの導入拡
大に向けて、島しょ地域に合った知見の獲得

目　標 ― ― データの蓄積 ―

1,700ｋW

進
捗
状
況
説
明

・宮古島ＥＭＳ実証では、平成27年度末に事業体の参画があったため、市場に直結しうる知見を得るとともに、アグリゲーショ
ンビジネスとして電気式給湯機や蓄電池を制御するためのクラウドシステムを開発したため、平成30年度以降の実運用実証
の中で能力検証を図っていく。また、来間島実証については、これまで蓄積した知見をとりまとめ、後継事業である、極小規
模離島事業で活用を図る。
・小規模離島事業では実証機器の仕様等を検討したため、次年度以降、機器の設置、実証と進めて行くところである。
・沖縄－ハワイ事業においては、沖縄とハワイそれぞれの課題や取り組みを持ち寄ることで、同じ島しょ地域の知見を獲得し
ており、次年度以降も引き続き、沖縄－ハワイクリーンエネルギー協力の推進を図る。

太陽光余剰電力利活用量相当 目　標 ― ― ― ―

成果目標
（指標）

及び進捗状況

小規模離島(波照間)にて、新たな技術の実
証をするための課題抽出及び新技術に関す
る基礎調査に基づいた仕様決定

目　標 ― ― 報告書作成 ―

―

実　績



H28-No.131

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①本県の電力系統は他の地域と接続していない独立系統となっている
ことから、太陽光や風力により発電される電力が系統に及ぼす影響が大
きく、沖縄本島及び一部離島では、太陽光発電など再エネの普及により
接続制限問題が生じている。

②国においては、固定価格買取制度の見直しなどを行っており、再生可
能エネルギー市場への影響が懸念されるため、国の動向を注視していく
必要がある。

③宮古島における実証については、これまで検討してきた内容を実際の
電力系統の中で実施して、効果率を確認する必要がある。

①沖縄の電力系統における特殊性に起因した課題を解決するため、
引き続き事業に取り組んでいく。

②制度変更など、国の動向を注視し、事業に反映していく。

③宮古島における実証については、次年度以降実際の電力系統にて
実運用実証を実施し、エネルギー利活用のための制御モデルを構築
する。

①沖縄の電力系統における特殊性に起因した課題を解決するため、引き続き宮古島で実施している実証事業に取り組んでいく。

②国の方向性とずれが出ないよう、情報収集等を通じて、動向を注視する。

③宮古島の実証においては、H30年より、前年度までに検討してきた制御手法を実際の生活の中で活用してエネルギーの利活用を図る実運用実証
を行い、効果の検証と横展開に向けての制御モデル構築を目指す。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

645,837 645,643 516,514 129,129 0 0 194

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○昨年度予算を適正な手続きにより繰越したもので
ある。

○費目・使途については事業目的達成の観点から必
要なものなのか等について額の確定時において支出
等に関する書類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

沖縄県

交付対象
事業費

645,643千円

島しょ型スマートコミュニティ実証事業
にかかる委託業務

委託料

640,630千円

宮古島市

487,625千円

旅費
事務費

4,239千円

沖縄電力(株)

3,211千円

ランドブレイン(株)沖縄事務所

49,835千円

沖縄ハワイクリーンエネルギー協力
推進事業受託共同企業体

99,959千円

小規模離島における再生可能エネルギー
最大導入事業にかかる委託業務

極小規模離再生可能エネルギー
１００％自活事業にかかる委託業務

沖縄－ハワイクリーンエネルギー協力推進

事業にかかる委託業務

一般社団法人南西域産業活性化センター
株式会社沖縄エネテック

２団体

交付対象外経費経費：１９４

補助金

774千円



H28-No.272

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

272 沖縄らしい気候風土適応住宅形成事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（３）－ウ

低炭素都市づくりの推進

担当部課名 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－1－（3）
平成28年度

事業内容
　沖縄らしい風景やまちなみの形成を図るため、平成29年４月に施行される、建築物省エネ法の規制措置に関する沖縄県独自の認
定基準の検討・策定を行う。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（平成32年度）

　土木建築部建築指導課課
事業実施

（予定）年度

(a)当初予算額 0 0 10,000 0

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0

(b)予算現額 0 0 10,000 0

Ａ．計(b+d) 0 0 10,000 10,000

(d)前年度繰越額 － － － 10,000

うち交付金充当額 0 0 0 7,970

Ｂ．執行済額 0 0 0 9,962

執行率（％）(B/A) #DIV/0! #DIV/0! 0.0% 99.6% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 0 0 10,000 0

予算の状況の説明

・平成28年12月にプロポーザル方式により入札を実施したが、過去の業務実績が資格者要件を満たさず、
不調となったため、入札資格者要件の見直しに不測の日数を要したため、平成28年度内完了が困難とな
り、平成29年度に繰り越しを行った。

・執行率は99.6％であり、不用額については委託業務による入札残による。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

・沖縄県の風土住宅に関する既存の研究・調
査資料の収集
・沖縄の一般的工法における省エネ基準適
合状況の調査
・沖縄らしい住宅の形態、構工法、材料、景
観の調査
・沖縄らしい風景、気候、風土を考慮した住
宅の建築工法の検討
・気候風土適応住宅認定基準の検討

目　標

資料の収集、省エネ基準適
合状況の調査、住宅の形
態、構工法、材料、景観の
調査、建築工法の検討、気
候風土適応住宅認定基準

の検討

実　績

資料の収集、省エネ基準適
合状況の調査、住宅の形
態、構工法、材料、景観の
調査、建築工法の検討、気
候風土適応住宅認定基準

の検討

目　標

実　績

達
成
状
況
説
明

・平成28年度繰り越し予算にて、資料の収集、省エネ基準適合状況の調査、住宅の形態、構工法、材料、景観の調査、建築
工法の検討、気候風土適応住宅認定基準の検討を委託にて実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
27年度 28年度 29年度

目標値
（32年度）

気候風土適応住宅認定基準（案）の策定

目　標
認定基準（案）

の策定
認定基準の

策定及び周知

実　績
認定基準（案）

の策定

平成32年までに段階的に改正される建築物
省エネ法に、当事業にて策定した認定基準
を反映させる。

目　標 基準の反映

進
捗
状
況
説
明

・平成28年度繰り越し予算にて、認定基準（案）を策定した。現在認定基準の策定にむけ、国土交通省や関係団体と調整を
行っている。



H28-No.272

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・認定基準の策定は、有識者等と十分に意見交換行い、慎重に進めて
いく必要がある。

・沖縄らしい気候風土適応住宅を推進する連絡会議を実施し、建築
士や住宅生産者などとも意見交換を重ねていく。

・国土交通省が参加するワークグループや意見交換の場に参加し、
沖縄の事情を説明していく。

今後の取り組み方針

・沖縄らしい気候風土適応住宅推進連絡会議を実施する。

・国土交通省が参加するヒアリングや意見交換会に参加する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

9,962 9,962 7,970 1,992 0 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託業者は簡易公募型プロポーザル方式により、
技術提案書を勘案した上で選定しており、妥当であっ
たと考えている。

○また、費目・使途についても、建築物省エネの規制
措置に関する沖縄県独自の認定基準の検討・策定
に必要な内容に限定したものであることを確認した。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

ー

沖縄県

交付対象
事業費

9,962千円

委託料

9,962千円

特定非営利活動法人
蒸暑地域住まいの研究会

9,962千円

建築物省エネ法の沖
縄県独自の認定基
準の検討・策定委託
業務



H28-No.216

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

216 沖縄空手会館建設事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－1－（4）－エ

担当部課名 　文化観光スポーツ部空手振興課
事業実施

（予定）年度
平成

文化の発信・交流

事業内容
　沖縄を発祥の地とする沖縄伝統空手を、独自の文化遺産として保存・継承・発展させるための拠点として、沖縄空手会館を建設す
る。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（平成29年度）

沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－３－（２）
24 ～ 28 年度

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 0 0 1,175,373 0 0

29年度

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

(b)予算現額 0 0 1,175,373 0 0

(d)前年度繰越額 － － － 218,203 －

Ａ．計(b+d) 0 0 1,175,373 218,203 0

Ｂ．執行済額 0 0 948,861 123,088 0

うち交付金充当額 0 0 759,089 98,470 0

Ｃ．次年度繰越額 0 0 218,203 0 －

執行率（％）(B/A) #DIV/0! #DIV/0! 80.7% 56.4% －

予算の状況の説明

・平成28年度予算は、沖縄空手会館の建設に係る工事請負費や備品購入費等を予算計上したものの、一
部、外構工事の遅れが生じたこと、また、当初予定していた備品の見直し等に伴い発注等が遅れたため、次
年度に繰り越すこととなった。

・最終的な執行率は91.2%であり、主に工事請負費の執行残が発生したことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

実　績 供用開始

目　標 供用開始

26年度 27年度 28年度 29年度

展示資料収集管理
目　標 実施

沖縄空手会館建設工事

実　績 実施

利活用促進事業
目　標 実施

実　績 実施

会館周知のための広報
目　標 実施

実　績 実施

達
成
状
況
説
明

・沖縄空手会館建設工事は、平成28年度中の供用開始を目指し、平成29年３月に供用開始を行った。一部外構工事に遅れ
が生じ、翌年度に繰り越したものの、平成29年度中にすべての事業を完了した。

・沖縄空手会館展示・資料調査収集等事業委託業務、沖縄空手会館利活用促進に係る無線LAN環境整備委託業務、沖縄
空手会館広報等委託業務を行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
27年度 28年度

沖縄空手会館建設工事の完了
目　標 工事の完了

29年度
目標値

（29年度）

実　績 工事の完了

進
捗
状
況
説
明

・沖縄空手会館建設工事は、平成28年度中に完了し、平成29年３月から供用開始を行うことができた。ただし、外構工事に
ついては遅れが生じたことから、一部次年度に繰り越すこととなったが、平成29年度においてすべて完了した。

稼働率
21％

観覧者数
33,000人

【H29成果目標】
稼働率（道場施設）、観覧者数（資料室）

目　標



今後の取り組み方針

①県、指定管理者等による会館の周知に向けた広報、国内外の空手愛好家を対象とする国際大会や国際セミナー等を開催する。

②沖縄空手に関する資料収集、公開、企画展を開催するほか、国外から訪れる空手愛好家等向けに多言語対応できる音声ガイド等を整備する。

H28-No.216

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①平成29年３月に、沖縄空手を国内外に発信する拠点となる「沖縄空手
会館」を供用開始した。今後は施設利用者数の増加を図る必要がある。

②今後は同空手会館を中心とした沖縄空手の発展及び普及を図る取り
組みが必要である。

①より多くの空手愛好家、一般県民、観光客に対し、空手会館のオー
プンを周知するとともに、空手関連イベントの開催等により会館への
来館、利用を促進する。

②空手会館へ来館することにより、沖縄空手に関する理解が深まる
取り組みを実施し、沖縄空手の普及及び発展を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

1,071,949 1,071,949 857,559 214,390 0 0 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○委託事業者は、法令に基づき、競争入札で選定する
他、これまでに取得したデータ、蓄積されたノウハウ、業
務への習熟度の信頼関係等を最も有効的に活用できる
事業については公募形式で業者選定を行ったほか、工
事事業者についても、競争入札で選定しており、妥当で
あったと考える。

○委託業務についても、契約額の範囲内で事業目的や
委託仕様書に合致した成果物が完成しており、適切に
実施されたと考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

沖縄県

交付対象
事業費

1,071,949千円

事務費

14,307千円

委託料

115,358千円

旅費、需用費等

備品購入費 45,278千円

皇海ワールド（株） 16,956千円

沖縄空手会館スポーツ用品一

（株）丸仁 5,918千円

事務用机ほか

（株）丸仁 3,348千円

ホワイトボードほか

（株）丸仁 2,624千円

ダイニングテーブルほか

（株）オキジム 1,112千円

ロビーチェアほか

（株）真創業 1,069千円

コンベションオーブン搭載ガスレンジほか

（株）ベスト電器天久店 1,153千円

プロジェクターほか

その他25契約 備品購入費 13,098千円

豊見城市 1,791千円

（株）LDH 975千円

沖縄空手会館広報事業協同企業体 代表法人 （株）電通沖縄 20，000千円

（有）龍元 30千円

丸正事務用品店 86千円

（株）Nansei 2,233千円

沖縄空手会館広報等委託業務
（株）電通沖縄、（株）電通アドギア

沖縄空手会館建設に伴う埋蔵文化財発掘調査報告書

沖縄空手会館建設事業用広告コンテン

「書」作品の額装（特注、裏打ち）費用

沖縄空手会館展示資料修復・複製本等製作

（有）龍元 30千円 沖縄空手会館特別道場「守禮之館」の扁額製作費

沖縄空手会館展示資料複製品製作（松村宗棍墨書複製品表装）委託業務コンテンツ（株） 296千円

コンテンツ（株） 309千円 沖縄空手会館展示資料複製品製作（松村宗棍伝書複製品表装）委託業務

沖縄空手会館石盤への揮毫に要するお手本の製作

石川堂 465千円 沖縄空手会館展示資料「糸洲十箇条」修復・複製本

沖縄セルラー電話（株）、（株）ワイヤ・アン

ドワイヤレス共同企業体 6,095千円
沖縄空手会館利活用促進に係る無線ＬＡＮ環境整備委託業務

（株）Nansei 118千円 展示資料家譜修復及び複製

沖縄空手会館展示事業協同企業体 代表法人 （株）電通沖縄 43,337千円

平成２８年度沖縄空手会館展示・資料
調査収集等事業委託業務 （株）沖縄電
通、（株）電通テック、（株）沖縄映像セン
ター

ドラゴン・イケミヤ共同提案体 9,981千円 平成２８年度沖縄空手紹介冊子発行事業委託業務 （株）池宮商会、Dragon Associates,Inc

（一財）沖縄県建設技術センター 12,404千円 沖縄空手会館外構工事監督代行等業務

（一財）沖縄県建設技術センター 3,143千円 沖縄空手会館法面対策工事監督代行等業務

（株）ウイング総合設計 4,860千円 沖縄空手会館屋外付帯構造物設計

（株）トロピカル・グリーン設計 983千

沖縄空手会館外構植栽設計業

（株）國吉設計・（株）設備研究所設計

共同体 7,920千円

沖縄空手会館新築工事監理

業務（武道棟）

工事請負費
818,465千円

沖縄空手会館建設工事（武道棟・建築）（株）南海建設・（株）大米建設・（株）太名

（株）南海建設・（株）大米建設・（株）太名嘉組 特定建設工事共同企業体 560,437千円

（株）巴総業・（株）西崎興業・（株）久米技研 特定建設工事共同企業体 65,597千円

沖縄空手会館建設工事（武道棟・電気）（株）巴総業・（株）西崎興業・（株）久米技

（株）巴総業・（株）西崎興業・（株）久米技研 特定建設工事共同企業体113,611千円

沖縄空手会館建設工事（武道棟・機械）（株）巴総業・（株）西崎興業・（株）久米技

(有)北勝建設 27,586千円

沖縄空手会館新築工事（外構・１工区）

(有)豊造園 23,652千円

沖縄空手会館植栽工事（１工区）

(有)久田緑化造園 20,196千円

沖縄空手会館植栽工事（２工区）

（株）南海建設 2,430千円

沖縄空手会館新築工事（外構その2）

（株）南海建設 2,873千円

沖縄空手会館新築工事（ユニットその他工事）

（株）南海建設 2,084千円

沖縄空手会館新築工事

（ユニットその他工事2）

（株）国吉設計・（株）設備研究所設計共同

体 302千円

沖縄空手会館新築工事

（外構その2）管理業務

補償金
78,541円

物件移設補償

沖縄電力（株） 78,541千円



効果発現年度  　 □当年度　 　　　　　■後年度（平成34年度）

進
捗
状
況
説
明

・実施設計及び展示設計ともに平成29年５月から設計を開始し、平成30年３月に完了した。

延べ2,000人

目　標
平成33年度比

100%以上

目　標

【H34成果目標】
①工芸産業従事者の施設利用者数

【H34成果目標】
②施設の年間総利用者数

【H34成果目標】
③工芸品生産額

延べ36,000人

実施設計、展
示設計の完成

実　績
実施設計、展
示設計の完成

目　標

・実施設計及び展示設計は、用地取得完了が平成28年３月となったため平成29年度に繰り越して実施した。
・実施設計は、(株)国吉設計・(株)根路銘設計・(株)設備研究所設計共同体に委託することにより平成29年度に実施し、目標
を達成した。
・展示設計は、株式会社丹青社に委託することにより実施し、目標を達成した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標） 基準値 26年度 27年度 28年度

展示設計の実施
目　標 展示設計の実施

実　績 展示設計の実施

目標値
（34年度）

建設工事に向けた設計書の完成

目　標

予算の状況の説明

・予算額は、実施設計と展示設計の経費を計上したところであり、平成27年度と比べて約400,000千円の減
となっているのは、平成27年度には用地取得に係る経費が計上されていたことによるものである。
・用地取得の完了が平成28年３月となったことから、実施設計及び展示設計は平成29年度に繰り越して実
施した。
・執行率は91.5%であり、委託業務の契約残及び実績精算による不用額（10,000千円）が発生したことによる
ものであう。。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）
達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

実施設計の実施

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標 実施設計の実施

実　績 実施設計の実施

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 4.1% 84.4% 0.0% 91.5% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 487,834 0 123,709 0 0

うち交付金充当額 16,981 329,387 0 90,594 0

0

Ｂ．執行済額 21,226 411,734 0 113,243 0

－ 487,834 － 123,709 －

Ａ．計(b+d) 517,883 487,834 123,709 123,709

(d)前年度繰越額

0

(c)増減額(b-a) 497,517 － ▲ 27,082 － 0

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 20,366 － 150,791 － 0

(b)予算現額 517,883

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

－ 123,709

事業内容
　本県工芸産業を振興、発展させるために必要な技術や技法の高度化、市場ニーズに対応した製品開発、工芸分野の起業家の育
成推進する「沖縄工芸産業振興拠点施設（仮称）」を整備する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　商工労働部ものづくり振興課
事業実施

（予定）年度
平成 26 ～ 29

H28-No.152

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

152 　沖縄工芸産業振興拠点施設（仮称）整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－１－（５）－イ

伝統工芸品等を活用した感
性型ものづくり産業の振興

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－３ー（２）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は公募型プロポーザル方式により、企
業組織、実績、知識等を勘案した上で選定しており、
妥当であったと考えている。

○費目・使途については事業目的達成の観点から必
要なものなのか等について額の確定時において支出
等に関する書類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

11,442

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

124,685 113,243 90,594 22,649 0 0

今後の取り組み方針

・施設設置に係る条例制定や指定管理者制度の導入について、類似施設の情報収集を行い検討する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

H28-No.152

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・施設の管理運営方法について検討していく必要がある。
・施設設置に係る条例制定や指定管理者制度の導入について検討し
ていく。

沖縄県

交付対象
事業費

113,243千円

委託料
113,243千円

施設の実施設計業務委託

株式会社国吉設計
株式会社根路銘設計
株式会社設備研究所

株式会社丹青社
29,024千円

施設の展示設計業務委託

(株)国吉設計・(株)根路
銘設計・(株)設備研究

所設計共同体
84,219千円

交付対象外経費

（行政施設整備に係る経費)

10,836千円

事務費
0千円

交付対象外経費

606千円

旅費

0千円



－

達
成
状
況
説
明

・ノンステップバス導入支援については、43台に導入支援し、目標値を達成した。

・多言語対応機器（車内案内表示器）については、230台に導入支援し、目標値を達成した。

多言語対応機器（車内案内表示器）の導入支
援

目　標 － 100台 230台

実　績 － － 78台 230台

目　標 40台 40台 40台 43台

実　績 40台 40台 40台 43台

予算の状況の説明
・平成28年度繰越額については、ノンステップバス導入事業において、全国的なバス需要の増加に伴い、４台分、
年度内での納入が困難となったことにより繰り越した（翌年度４月完了）。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

25年度 26年度 27年度 28年度

ノンステップバスの導入支援台数

0 14,166 0 －

執行率（％）(B/A) 82.2% 100.0% 97.3% 100.0% －

うち交付金充当額 518,625 111,148 689,848 11,332 －

Ｂ．執行済額 648,281 138,935 862,310 14,166 －

Ａ．計(b+d) 788,498 139,000 886,152 14,166 －

－ －

－ 139,000 － 14,166 －

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 110,186 － 752,718 －

(b)予算現額 788,498

(c)増減額(b-a) 678,312

28年度（繰越）

－ 886,152 －

(d)前年度繰越額

29年度

－

－

－ 133,434

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　企画部交通政策課
事業実施

（予定）年度
平成

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度

事業内容 　ノンステップバスの導入補助等により、県民及び外国人を含めた観光客の移動利便性向上に資する公共交通の利用環境改善を図る。

担当部課名 24 ～ 33

H28-No.6

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

6 公共交通利用環境改善事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－11－（２）

第３章－１－（７）－ウ

人に優しい交通手段の確保

Ｃ．次年度繰越額 139,000

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　■後年度（平成33年度）



今後の取り組み方針

①ノンステップバス導入後の運用について、引き続き、バス事業者等と意見交換等を行うほか、導入の推進を図り、更なるサービスの改善に取り組む。

②多言語対応機器（車内案内表示器）について、引き続き、バス事業者等と意見交換等を行うほか、導入の推進を図り、更なるサービスの改善に取り組
む。

進
捗
状
況
説
明

①ノンステップバス導入支援については、繰り越した台数（４台）含め、43台の導入を支援したことにより、厚生労働省により公
表される「都道府県別移動円滑化基準適合車両導入状況」調査における平成28年度末の低床バス導入率は42.4%となり、目標値を
上回った。

②多言語対応機器（行先電光表示器）導入については、平成28年度において必要台数を精査した上で48台導入し、対象路線のバス
全台に導入したことから、導入率100％となり、成果目標を達成している。

H28-No.6

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①ノンステップバス導入については、高齢者や障がい者等の利用環境の
改善に大きく貢献している一方、運用面で課題があることから、バス事
業者等と課題について共通認識を持つ必要がある。また、バス事業者に
おいて多額の自己負担を伴うことから、バス事業者の車両更新計画を鑑
みながら、事業の推進を行う必要がある。

②外国人観光客が年々増加している中、多言語対応機器（車内案内表示
器）については未導入のバスが存在する状況にある。

①ノンステップバス導入後の運用について、乗り降り方法、低床により走
行できない路線の共有など、引き続きバス事業者等とサービス水準の向上
に向けた意見交換を行い、運用における課題等の共通認識を図り、更なる
サービスの改善に繋げるとともに、バス事業者の車両更新計画も注視しつ
つ、導入率を向上させる。

②外国人観光客の利便性向上を図るため、バスに乗り込む前に行先を確認
できる行先電光表示器を設置するだけではなく、バスに乗り込んだ後も車
内で行先を確認できる車内案内表示器の設置を促進する。

②多言語対応機器（車内案内表示器）の導入
率

目　標 － － 68.20% 100%

実　績 － － 61.30%

①沖縄県における低床バスの導入率

目　標 4.39% 21.39% 27.10% 32.72%

実　績 － 28.33% 35.29%

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（23年度）
26年度 27年度 28年度

目標値
（30、33年度）

－
【H33成果目標】
・船舶、タクシーへのOKICA導入開始

目　標

30%
【H30成果目標】
　県民の路線バス等利用意向　30％以上

目　標

【H30成果目標】
　公共車両優先システム導入車両のシステム
運用区間（宜野湾市伊佐から那覇市久茂地）
の運行時間の短縮（平日）朝約６分、昼約１
分）

目　標
運行時間短縮
平日朝約６分
平日昼約１分

80%

【H30成果目標】
　外国人観光客のバス利用者に対して、案内
標識に対する肯定的な評価（80％以上）を含
め、本事業のあり方をアンケートで検証す
る。

目　標

80%

42.40%

100%

目　標
【H30成果目標】
　急行バス本格運行移行率　20％

【H30成果目標】
　高齢者や障がい者の利用者に対して、ノン
ステップバスによって利用環境が改善したか
（80％以上）を含め、本事業のあり方をアン
ケートで検証する。

目　標

20%



うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金

371,927

その他

1,248,403 876,476 701,180 175,296 0 0

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外経費

沖縄県

交付対象
事業費

648,281千円

ノンステップバス導入に係る
補助の経費

沖縄県

交付対象
事業費

14,166,千円

補助金
14,166千円 沖縄バス株式会社 14,166千円

沖縄県

交付対象
事業費

648,281千円

急行バス運行実証実験

ノンステップバス導入に係る
補助の経費

ノンステップバス導入に係る
補助の経費

公共車両優先システム対応車
載器導入に係る補助の経費

交付対象外経費 107,730千円

沖縄県

交付対象
事業費

862,310千円

デロイトトーマツコンサルティング合同会社
24,080千円

IC乗車券拡張利用検討
委託料

110,653千円

補助金
751,154千円

交付対象外経費 170,730千円

東陽バス株式会社 28,332千円

交付対象外経費 40,975千円

ノンステップバス導入に係る
補助の経費

ノンステップバス導入に係る
補助の経費

公共交通の利用環境改善に
係る広報活動

交付対象外経費 16,467千円

株式会社アドスタッフ・博報堂
60,049千円

八千代エンジニヤリング株式会社沖縄事務所
26,524千円

沖縄バス株式会社 127,494千円

株式会社琉球バス交通 354,150千円

那覇バス株式会社 84,996千円

沖縄バス株式会社 2,352千円

交付対象外経費 1,176千円

交付対象外経費 1,288千円

株式会社琉球バス交通 2,464千円

交付対象外経費 420千円

交付対象外経費 616千円

沖縄バス株式会社 4,704千円

株式会社琉球バス交通 5,152千円

沖縄バス株式会社 1,680千円

交付対象外経費 588千円

交付対象外経費 10,000千円

交付対象外経費 3,443千円

一般社団法人沖縄県バス協会 90,000千円

株式会社琉球バス交通 17,215千円

多言語導入機器（バス停標
識）導入に係る補助の経費

多言語導入機器（行先電光表
示器）導入に係る補助の経費

公共車両優先システム対応車
載器導入に係る補助の経費

公共車両優先システム対応車
載器導入に係る補助の経費

公共車両優先システム対応車
載器導入に係る補助の経費

公共車両優先システム対応車
載器導入に係る補助の経費

＜平成28年度現完了分＞

＜繰越年度完了分＞



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ
、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○費目や使途については、事業目的の観点から必要なもの
であるか、完了検査、額の確定時において、支出等に関す
る証拠類を確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

多言語対応機器（行先電光表
示器）導入に係る補助の経費

多言語対応機器（車内案内表
示器）導入に係る補助の経費

多言語導入機器（行先電光表
示器）導入に係る補助の経費

事務費
503千円 旅費、需用費

那覇バス株式会社 4,977千円

交付対象外経費 995千円

交付対象外経費 646千円

東陽バス株式会社 3,226千円

沖縄バス株式会社 24,412千円

交付対象外経費 4,883千円



進
捗
状
況
説
明

・成果目標については、平成23年を基準年とした全国の公的施設活用率85％まで、県内の公的施設活用率を引上げる設定
をしている。

・平成28年度までの進捗状況は、遅れが生じており、平成29年度以降の効果的な補助事業実施が必要な状況である。
利用料の低減については、平成28年度の利用料は9,511円であり、平成27年度の9,682円と比較して低減している。

実　績 低減できた
利用料の低減

目　標 低減

実　績 3カ所増

28年度 29年度
目標値

（33年度）

放課後児童クラブ公的施設活用施設数
目　標 10カ所増

実施した

達
成
状
況
説
明

・施設整備数については、平成28年度は17箇所を予定していたものの、市町村からの申請が下回ったため13箇所に止まっ
た。（うち６箇所は繰越）。
・家賃補助事業については、公的施設へ入所のクラブが既存ではなく新規開設の事業所となったため実績がなかった。
・改修支援数については、平成28年度は６箇所を予定していたものの、市町村からの申請が下回ったため４箇所に止まった。
・市町村計画推進支援事業の実施については、市町村を支援するコーディネーターを配置し、市町村訪問、市町村教育委員
会訪問、小学校訪問を実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（23年度）
27年度

4

市町村計画推進支援事業の実施

目　標 実施

実　績

改修支援数

目　標 6

実　績

家賃補助実施件数

目　標 1

実　績 0

目　標 17

実　績 13

予算の状況の説明 ・平成28年度（繰越）の予算執行率の99.9％は、概ね計画的に執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

施設整備数

執行率（％）(B/A) － － 78.1% 99.9% －

Ｃ．次年度繰越額 0 － 43,849 0 0

うち交付金充当額 0 － 107,673 35,044 0

0

Ｂ．執行済額 0 － 134,591 43,805 0

－ － － －

Ａ．計(b+d) 0 － 172,263 43,849

0

(c)増減額(b-a) 0 － ▲ 82,723 － 0

－

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 0 － 254,986 － 0

(b)予算現額 0

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

－ 172,263

43,849(d)前年度繰越額

事業内容
　放課後児童クラブの公的施設活用を促進するため、市町村の設置計画策定・見直し等の支援、公的施設移行までの家賃補助や市
町村に対する施設整備補助を行い、クラブの環境改善、質の向上、利用料の引下げを図る。また、公的施設移行の可能性の低い民
間施設の老朽化等に伴う施設改修経費の助成を行い、環境改善を図る。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　子ども生活福祉部子育て支援課
事業実施

（予定）年度
平成

効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（平成33年度）

H28-No.46

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

46 放課後児童クラブ支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－４

第３章－２－（２）－イ

地域における子育て支援の充実

担当部課名 24 ～ 33

80%
【H33成果目標】
公的施設活用放課後児童クラブ設置割合

目　標



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目

今後の取り組み方針

・引き続き、実施主体となる市町村福祉担当課等と連携し、学校施設の活用について、学校関係者側へ働きかけるとともに、H26年度に国が策定した
「放課後子ども総合プラン」の周知を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託業者は、委託事業者は公募型プロポーザル方
式により体制、実績、知識等を勘案した上で選定して
おり、妥当であったと考えている。

○公的施設を活用したクラブ整備により、環境改善、
質の向上、利用料低減を図ることを目的としている。
予算規模・実施方法ともに目的に合致しており、適正
であると考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

109,064287,461 178,397 142,717 19,497 15,822 361

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

H28-No.46

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・実施主体となる市町村福祉担当課等と連携し、学校関係者側に対して
放課後児童クラブの事例を紹介する等して、理解の促進に努めてはいる
ものの、主に、学校施設を活用した場合の学校敷地内のスペース確保、
学校施設の建替え時期の兼ね合いなどの面で、理解を十分に得られて
はいないことから、事業が進まない状況である。

・学校関係者に対して、学校施設を活用した県内の実例を紹介して学
校で運営した場合にも問題がないことを周知していくとともに、より効
果的な周知のあり方を検討する。

沖縄県

交付対象事業費

178,397千円

交付対象

事業費（161,744千円）

交付金：129,395千円

県負担：16,166千円

委託料

（16,347千円）

事務費（旅費、需用費）

（306千円）

NPO法人沖縄県学童・保

育支援センター

那覇市（35,723千円）
補助：32,148千円、市負担:3,575千円

名護市

補助：1,800千円
クラブ １施設 （2,000千円）

補助：1,900千円

公的施設の活用を促進
するため、市町村への支
援を行った。

施設
整備
補助

改修
支援
補助

沖縄市（30,000千円）

補助：27,000千円、市負担:3,000千円

南城市（61,660千円）

補助：55,492千円、市負担：6,168千円

糸満市

補助：1,081千円
町負担：61千円

クラブ １施設 （1,203千円）

補助：1,142千円

うるま市

補助：1,800千円

クラブ １施設 （2,000千円）

補助：1,900千円

南風原町

補助：1,800千円

クラブ １施設 （2,000千円）

補助：1,900千円

うるま市（27,158千円）

補助：24,440千円、市負担：2,718千円



達
成
状
況
説
明

・新すこやか保育事業については、那覇市の他22市町村の314施設に対して補助を行い、認可外保育施設研修事業につい
ては、那覇市の他22市町村の279施設に対して補助を行った。当該２事業については、認可外保育施設を補助対象施設と
しているため、認可外保育施設の認可化が進んだことにより補助対象施設が減少し、目標を下回った。
・指導監督基準維持・達成支援事業については、那覇市の他１市の2施設に対して補助を行った。当該事業では、補助対象
後の施設は基準の維持・達成が求められているが、保育士の確保困難等により、補助後の基準達成が困難なこと等により
事業の取り下げ等があったため目標を達成できなかった。
・認可化移行支援事業（施設改善費）については、８施設の改修を実施したところであるが、内1施設について、施設の構造
計算等を実施する必要性が生じ時間を要したことから、年度内に完了することができず繰越となっていたが、平成29年11月
には改修事業を完了しており、目標を達成することができた。
・認可化移行支援事業(運営費支援）については、42施設への補助を行い、目標を達成することができた。
・保育士加配特別事業については、那覇市の他５市村において22人配置した。当該事業では、75名の配置を目標としてい
たが、年度当初からの0歳児の入所や、市町村における予算確保不十分、加配保育士の確保困難により目標を大きく下
回った。
・保育対策総合支援事業については、20施設の訪問指導を実施した。平成28年度は、新規の補助対象施設が少なかったこ
とにより訪問指導が減少し目標を下回った。

－

実　績 39 35 20 －

実　績 5 4 22 －

保育対策総合支援事業
【認可外保育施設の訪問指導の実施施設数】

目　標 22 46 36

36 52 42 －

保育士加配特別支援事業
【雇用保育士数】

目　標 7 30 75 －

3 8 －

認可化移行支援事業（運営費支援）
【補助施設数】

目　標 － 46 36 －

実　績

2 －

認可化移行支援事業（施設改善費）
【補助施設数】

目　標 － 6 7 －

実　績 1

－

指導監督基準維持・達成支援事業
【補助施設数】

目　標 7 11 7 －

実　績 6 7

認可外保育施設研修事業
【研修参加施設】

目　標 405 360 355 －

実　績 361 316 279

目　標 405 405 398 －

実　績 398 350 314 －

予算の状況の説明

・当初予算は、認可外保育施設の認可化移行支援事業（運営費、施設改善費）等の補助金を計上した。
・平成27年度と比較して当初予算が減となっている主な理由は、認可化移行支援事業（運営費）の補助対
象施設が減となったことによるものである。
・平成28年度（現年分）の執行率は、94.5%となっており、不用の主な理由は、認可外保育施設の認可化移
行が進んだことにより新すこやか事業の補助対象施設（認可外保育施設)が減となり補助実績が当初見込
みを下回ったことによるものである。
・認可化移行支援事業（施設改善費：１施設分）については、認可外保育施設の改修に当たって、施設の構
造計算等を実施する必要性が生じたことにより、施設改修が年度内に完了することができず、繰越が生じ
た。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）
達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

新すこやか保育事業
【補助施設数】

執行率（％）(B/A) 86.3% 100.0% 94.5% 100.0% -

Ｃ．次年度繰越額 154,551 0 51,588 0 0

うち交付金充当額 1,219,945 123,640 1,390,946 41,270 0

0

Ｂ．執行済額 1,528,808 154,551 1,738,682 51,588 0

－ 154,551 － 51,588 -

Ａ．計(b+d) 1,772,185 154,551 1,839,080 51,588

0

(c)増減額(b-a) ▲ 86,734 0 47,177 0 0

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 1,858,919 0 1,791,903 0 0

(b)予算現額 1,772,185

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

0 1,839,080 0

(d)前年度繰越額

事業内容
　認可外保育施設の認可化促進による待機児童の解消及び同施設の質の向上を図るため、施設改善、児童の処遇向上等の支援
を行う市町村に対する補助等を行うとともに、待機児童解消を加速化するため、ヒト・モノ・サービス体制を総合的に推進する多角的
な取り組みを実施する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　子ども生活福祉部子育て支援課
事業実施

（予定）年度
平成

効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（平成30年度）

H28-No.47

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

47 待機児童対策特別事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－４

第３章－２－（２）－イ

地域における子育て支援の充実

担当部課名 24 ～ 33



今後の取り組み方針

・市町村等関係機関と連携を密に行い保育士確保に向けた取り組みを検討していく。

・平成29年度に実施予定の施設整備については、施設整備を早期に着手し、事業の年度内完了に向けて取り組む。

進
捗
状
況
説
明

・認可化移行した施設の4月1日現在の入所児童数は、目標値1,100人に対して2,028人で、達成率は184%であり、成果目標
は達成である。

H28-No.47

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・成果目標である、認可化による待機児童減少数については、1,100名
の目標に対し、2,028名となり、目標を大きく上回る結果となっているもの
の、活動目標の一部、指導監督基準維持・達成支援施設数や、保育士
加配特別支援事業による加配保育士の雇用、認可外保育施設の訪問
指導等の実施等については、保育士の確保困難等などの要因により、
目標を下回っている状況である。

・また、認可化移行支援事業（施設改善費）については、施設の構造計
算等から不測の日数を要したことから、年度内完了ができず繰越となっ
てしまった。

・市町村等関係機関と連携を密に行い保育士確保に向けた取り組み
を検討する。

・認可化移行支援事業の繰越については、施設の状況把握が不十分
であったことが要因としてあげられ、市町村との連携を密にし、計画
的な施設整備に取り組む。

-

実　績 315 385 1,247 2,028 -

認可外保育施設の認可化（保育所、認定こ
ども園、地域型保育事業）による待機児童減
少数

目　標 - 513 1,100 1,100

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（24年度）
26年度 27年度 28年度

目標値
（30年度）

1,250人
【H30成果目標】
①認可外保育施設の認可化等による待機児
童の減少数

目　標

24人
【H30成果目標】
②保育士を加配することによる０歳児待機児
童の受入可能数

目　標

198施設
【H30成果目標】
③指導監督基準達成施設数

目　標

80%
【H30成果目標】
④保育の質が向上したかを含め、アンケート
により、本事業のあり方について検証する。

目　標

85%
【H30成果目標】
⑤４月１日現在の認可外保育施設数のうち、
上記補助を実施する施設の割合

目　標



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託業者は、市町村や保育士養成施設との連携
体制を構築していることやサポートを必要とする認可
外施設等に対する支援に精通していることから、委
託先の選定は妥当であったと考えている。

○また、事業の予算規模については、市町村のニー
ズをより的確に把握する必要がある。

△ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

使用料
1,440千円

　パソコン・研修会場・
　公用車等

補助金
1,715,850千円

那覇市外23市町村
1,715,850千円

沖縄県

交付対象
事業費

1,790,270千円

報酬
13,292千円

待機児童対策特別事業
指導員　5名及び
事務補助員　1名

・新すこやか保育事業　314施設
（那覇市79施設、宜野湾市25施設、他21市町村210施
設）
・認可外保育施設研修事業　279施設
（那覇市57施設、宜野湾市22施設、他22市町村200施
設）
・指導監督基準達成・継続支援事業　2施設
（那覇市1施設、浦添市1施設）
・認可化移行支援事業（運営費支援）　42施設
（那覇市8施設、宜野湾市1施設、他13市町村33施設）
・認可化移行支援事業（施設改善費）　8施設
（那覇市5施設、沖縄市1施設、恩納村1施設、読谷村1
施設）
・保育士加配特別事業　22名
（那覇市7名、浦添市5名、他4市村10名）

需用費
763千円

事務費
60千円

　報酬費・役務費

認可外保育施設　1,704,368千円
認可保育所等         11,482千円

認可外保育施設に対する立入
調査員の人件費

共済費
1,728千円

待機児童対策特別事業指導員
及び賃金職員の社会保険料等

旅費
1,728千円

委託料
55,409千円

NPO法人沖縄県保育士・
保育所総合支援センター

保育士・保育所総合支援セ
ンターの設置に要する費用

1,088

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

1,791,358 1,790,270 1,432,216 185,867 169,870 2,317

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

那覇市負担分（交付対象外経費）730
千円



効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（平成30年度）

進
捗
状
況
説
明

・当初予定していた６施設中５施設が別施設となったことで、施設整備支援件数に増減はないが、定員は15人増の141人と
なり、目標を達成した。

70人

実　績

207人 141人

【H30成果目標】
施設整備支援による待機児童減少数

目　標

目標値
（30年度）

施設整備支援による待機児童減少数

目　標 370人 126人

実　績

達
成
状
況
説
明

・当初予定していた６施設中５施設が事業者の都合で取り下げとなった。年度途中に再要望調査を実施し、当初予定の１施
設を含め６施設からの要望があった。６施設中１施設は平成28年度に整備完了、残り５施設は平成29年度に整備を完了し、
目標を達成した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
27年度 28年度 29年度

目　標

実　績

目　標 １１施設 ６施設

実　績 ８施設 ６施設

予算の状況の説明

・当初予定していた６施設中５施設が事業者の都合で取り下げたため、再要望調査を実施した結果、当初
予定の１施設を含め６施設からの要望があった。新たに要望があった施設において、各年齢ごとの定員を
変更したことに伴い、保育室面積の変更や、避難経路を確保するための階段位置の変更等、設計の変更
が生じたことにより不測の日数を要したため、年度内完了が困難となった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

施設整備支援

執行率（％）(B/A) 85.4% 100.0% 8.9% 98.8% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 19,000 0 182,480 0 0

うち交付金充当額 125,318 15,200 14,278 130,005 0

Ｂ．執行済額 169,021 19,000 17,848 180,354 0

Ａ．計(b+d) 198,026 19,000 200,328 182,480 0

0 0

－ 19,000 － 182,480 －

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 198,026 0 146,769 0

(b)予算現額 198,026

(c)増減額(b-a) 0

28年度（繰越）

0 200,328 0

(d)前年度繰越額

29年度

0

0

0 53,559

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　子ども生活福祉部子育て支援課
事業実施

（予定）年度
平成

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度

H28-No.48

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

48 事業所内保育総合推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－４

事業内容
　待機児童の解消と働きやすい環境の整備のため、事業所内保育推進コーディネーターを配置するほか、地域型保育事業の認可
を受ける施設の整備費を支援することで、事業所内保育施設の設置を総合的に推進する。

第３章－２－（２）－イ

地域における子育て支援の充実

担当部課名 26 ～ 29



144,803

その他

343,005 198,202 144,283 44,899 9,020 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○費目・使途については事業目的達成の観点から必
要なものなのか等について額の確定時において支出
等に関する書類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

今後の取り組み方針

・事業所内保育推進コーディネーター業務を、沖縄県保育士・保育所総合支援センターに統合し、市町村・事業者・保育士就労斡旋コーディネーター
との連携を強化して保育士の確保を図る等、待機児童を解消するため、様々な施策と連携して事業を推進する。

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

H28-No.48

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・本事業のほかにも待機児童解消のために様々な施策が存在するなか
で、保育士の確保が全体的な課題となっている。

・待機児童を解消するためには、潜在保育士を含め、保育士確保体
制を強化する。

沖縄県

交付対象
事業費

198,202千円

委託料
17,701千円

（公財）沖縄県労働者福祉基金協会
17,701千円

事務費
147千円

旅費、需要費

事業所内保育推進コーディネート業務

補助金
180,354千円

豊見城市
147,021千円

ゆたか福祉会ほか４法人
147,021千円

施設整備

事業者負担分（交付対象外経費）
125,216千円

宜野湾市
33,333千円

しののめ福祉会
33,333千円

施設整備

事業者負担分（交付対象外経費）
19,587千円



事業内容
　平成27年２月に開設した「沖縄県性暴力被害者ワンストップ支援センター」を病院拠点型センターへ移行させるため、平成28年度に
策定した基本構想を基に建築工事を実施する。

第３章－２－（４）－ア

安全・安心に暮らせる地域づくり

担当部課名 28 ～ 30

H28-No.54

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

54 性暴力被害者ワンストップ支援センター体制整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－４

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　子ども生活福祉部平和援護・男女参画課
事業実施

（予定）年度
平成

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度(繰越) 28年度 28年度（繰越）

－ 31,421 －

(d)前年度繰越額

29年度

0

－ 13,437

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 － － 17,984 －

(b)予算現額 －

(c)増減額(b-a) － － 0

－ － － 22,504                      －

Ａ．計(b+d) － － 31,421 22,504                      0

Ｂ．執行済額 － － 8,536 12,251                      0

うち交付金充当額 － － 6,829 9,801                       0

#DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 － － 22,504 － 0

性暴力被害者ワンストップ支援センター運
営検証委員会作業部会の設置

執行率（％）(B/A) － － 27.2% 54.4%

予算の状況の説明

・C.平成28年度繰越額については、ワンストップ支援センターの実施設計業務において関係機関との調整に時
間を要したことによるものである。

・（C）増減額については、実施設計の遅れに伴い適正工期の確保が困難になったため、建設工事が実施でき
ず減額補正したことによる。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

目　標 作業部会の設置

実　績 作業部会の開催

29年度

目　標

実　績

達
成
状
況
説
明

・平成28年２月24日付けで「沖縄県性暴力被害者ワンストップ支援センター運営検証委員会設置要綱」に作業部会の条項を
追加し、平成28年度内に５回の作業部会を開催し、病院拠点型センターの施設整備に係る基本構想基本構想等について、関
係機関・団体等の意見を聴取した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
27年度 28年度

目標値
（31年度）

性暴力被害者ワンストップ支援センター基
本構想の策定及び性暴力被害者ワンストッ
プ支援センター実施設計の完了

目　標
基本構想の策定
実施設計の完了

実　績

5時間

基本構想の策定 実施設計の完了

【H31成果目標】
急性期の被害者の相談受付から受診
までの平均短縮時間

目　標

進
捗
状
況
説
明

・平成28年度８月に基本構想を策定し、平成29年7月に実施設計を完了した。

効果発現年度 　　■当年度　　　　　■後年度（平成31年度）



H28-No.54

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・ワンストップ支援センターの建設工事において、実施設計の遅れに
伴い繰り越しとなった。

・関係機関との調整をこれまで以上に密にし、進捗管理を行っていく。・

今後の取り組み方針

・性暴力被害者ワンストップ支援センター供用開始に向けて、引き続き関係機関と連携を密にし調整を進めていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○実施設計に係る事業者は一般競争入札により選定してお
り、選定方法は妥当である。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

- 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

020,787 20,787 16,630 4,157 0 0

沖縄県

交付対象
事業費

20,787千円

ワンストップ支援センター
H28 基本設計業務

委託料
20,567千円

新里建築設計事務所
20,567千円

H28   8,316千円
H29 12,251千円

旅費
220千円

職員3名
220千円

県外旅費

H28   8,316千円
H29 12,251千円

H28   8,536千円
H29 12,251千円



進
捗
状
況
説
明

・成果目標である実施設計については、電線管理者との協定の締結に時間を要したため、目標未達成となっている。

・電線の入線設計・工事に関する補償契約は八重山の路線において実施する事が出来た。

80％以上

実　績 -

【電柱撤去後】
電柱撤去後、観光地としてふさわしい景観で
あると感じるかを含め（80％以上）、当該事業
のあり方をアンケート調査により検証する。

目　標

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）

実　績 109km 143.2km - - -

L=0km L=0km L=0km -

目　標
実施設計の完了

(L=10km)
実施設計の完了

（L=4km）
実施設計の完了

（L=1km）
実施設計の完了

（L=2km）
配線計画の完了

（L=40km）

実　績 L=10km

-【参考指標】
沖縄２１世紀ビジョン実施計画（後期）
　無電柱化整備総延長（災害時のライフライン
確保）

目　標
（H23）
109km

（H29）
143.2km

（H33）
173.2km

-

目標値
（33年度）

予算の状況の説明

・予算額は電線・ケーブル等の配線計画、電線の入線設計及び工事に要する経費を計上したところである。

・電線管理者との協定の締結に不足の日数を要したことから、実施設計を発注する事が出来ずに不用が発生
した。

基準値
（24年度）

26年度 27年度 28年度

目　標

実　績

電線共同溝整備実施設計 H28実施設計
（L(延長）＝2ｋｍ）

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

電線共同溝整備実施設計 （L(延長）＝2ｋｍ）

目　標
実施設計の完了

(L=４km)
実施設計の完了

(L=1km)
実施設計の完了

(L=2km)
-

実　績 L=1.9km L=0km L=0km -

達
成
状
況
説
明

・平成28年度は、電線管理者との協定締結の調整に日数を要したことから繰越事業となった。

・平成29年度も同様に電線管理者との協定締結の調整に日数を要したことから、実施設計は実施出来なかったが、電線の入
線設計・工事に関する補償契約を実施した。

執行率（％）(B/A) 4.2% 72.0% 10.8% 91.5% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 84,965 － 35,352 0 0

うち交付金充当額 4,028 48,968 3,449 25,875 0

Ｂ．執行済額 5,035 61,210 4,312 32,344 0

－ 40,000 0 0

Ａ．計(b+d) 120,000 84,965                   40,000 35,352 0

(d)前年度繰越額 － 84,965                   － 35,352 －

(a)当初予算額 120,000 － 40,000 0 0

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■その他　（　補償　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 － 0 0 0

(b)予算現額 120,000

事業内容
　台風襲来時の電柱倒壊による緊急輸送道路の寸断を防ぐこと及び沖縄のリーディング産業である観光リゾート産業の更なる発展を
図るため、無電柱化を推進する。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（平成33年度）

　土木建築部道路管理課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 33

H28-No.232

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

232 無電柱化推進事業（要請者負担方式） 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－２－（４）－イ

災害に強い県土づくりと防災
体制の強化

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－10－（２）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○補償契約の相手先は電線管理者（沖縄電力）となっ
ており、妥当であったと考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

36,656 36,656 29,324 7,332 0 0

今後の取り組み方針

・国、県、市町村、電線管理者（沖縄電力、ＮＴＴ）などで構成される沖縄ブロック無電柱化推進協議会などを活用し、無電柱化の推進のため関係機関と
の密な連携体制を構築していく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

H28-No.232

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・電線管理者との整備箇所選定に関する調整に時間を要したため、実施
設計を行う事が出来なかった。このように電線管理者との協定締結に時
間が掛かることが課題である。

・電線管理者との調整を早期に完了できるように、調整会議の開催な
どを行う。

沖縄県

交付対象
事業費

36,656千円

【南部管内・補償（電力）】
沖縄電力（株）

4,312千円

補償費
36,656千円

【八重山管内・補償（電力）】
沖縄電力（株）

32,344千円



H28-No.142

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

142 航空機整備基地整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（１）－ア
第３章－３－（４）－ア

臨空・臨港型産業の集積による国際物流拠点の形成

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（３）

事業内容
　那覇空港に航空機整備事業用の格納庫施設等を整備することにより、航空機整備産業の誘致を図るとともに、同産業に関連する企業の集積を
戦略的に推し測るため、航空機関連産業クラスター形成調査を実施する。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（平成30年度　）

　商工労働部企業立地推進課
事業実施

（予定）年度
平成 25 ～ 30

(a)当初予算額 41,295 － 2,200,000 － －

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度(繰越) 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) ▲ 21,395 － ▲ 907,400 － －

(b)予算現額 19,900 － 1,292,600

831,476

－

Ａ．計(b+d) 19,900 － 1,292,600 831,476 －

(d)前年度繰越額 － － － －

－

うち交付金充当額 9,520 － 355,591 654,986 －

Ｂ．執行済額 11,900 － 444,488 818,733 －

執行率（％）(B/A) 59.8% － 34.4% 98.5% －

Ｃ．次年度繰越額 0 － 831,476 0 －

予算の状況の説明

・予算額は関係機関との調整に必要な旅費、航空機整備施設の建設用地の使用料及び工事監理費を計上し、債務負担
行為による平成30年度までの事業である。
・平成28年度の執行率は34.4％であり、主な要因は平成28年３月～５月にかけて断続的に自衛隊管理地内への立ち入り
制限による工事の遅れ、造成土砂が空港敷地内で仮置き出来なくなり、処分先を空港敷地外へ変更した事により工程進
捗の遅れが生じ当初予定していた出来高が見込まれなかったことである。そのため、翌年度へ予算を繰越し、事業期間
についても平成30年3月完了から平成30年10月完了へ延長を行った。
・平成28年度から繰越した予算の執行率は98.5％であり、造成工事等の精算により当初の見込みより減となった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）
達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

①航空機整備関連産業クラスター形成に
向けた事例調査、県内企業との連携可能
性調査、検討委員会の設置

目　標 報告書作成

実　績 報告書作成

達
成
状
況
説
明

①航空機備関連産業クラスター形成にむけて、検討委員会の設置及び運営、航空機整備基地整備事業関連産業の企業調査等、アク
ションプランの基本構想（骨子）の策定した。（達成）

②造成工事を完了し、航空機整備施設の建設工事に着手した。（達成）

②造成工事及び本体工事に着手する。

目　標 工事着手 工事着手 工事着手

実　績 工事着手保留 工事着手保留 工事着手

①航空機関連産業クラスター形成に向けた
アクションプランの骨子策定

目　標
アクションプラン

骨子の策定

実　績

実　績 工事着手保留 工事着手
造成工事の実施（進捗

100％）
本体工事の実施（進捗10％

基礎工事）

アクションプラン
骨子の策定

目　標 工事着手 工事完了
造成工事の実施（進捗

100％）
本体工事の実施（進捗10％

基礎工事）

20名

進
捗
状
況
説
明

①航空関連産業クラスター形成については、調査業務等を完了し、アクションプランの基本構想（骨子）を策定し業務報告書の作成を達
成した。

②成果目標である「造成工事の実施（進捗100％）、本体工事の実施（進捗10％　基礎工事）」については平成28年度は未達成となってい
る。達成できなかった主な要因は、平成28年３月～５月にかけて断続的な自衛隊管理地内への立ち入り制限による工事の遅れや、造成
土砂が空港敷地内で仮置き出来なくなり処分先を空港敷地外へ変更した事により工程進捗の遅れが生じたことである。そのため、年度内
に目標を達成することが困難となり、次年度へ予算の繰越を行った。これに伴い、事業期間を平成30年10月まで延長しており、繰越した
平成29年度は平成30年10月の施設完成に向けて順調に進捗し成果目標を達成した。

【H30成果目標】
航空機整備施設における雇用者数増

目　標

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標） 基準値 26年度 27年度 28年度

②造成工事の実施（進捗100％）
　本体工事の実施（進捗10％　基礎工事）

目標値
（30年度）



H28-No.142

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①航空関連産業クラスターの形成により、経済効果を発揮していくために
は、関連企業調査等を行い、その結果を踏まえて産業クラスター形成のため
に必要な取組みを整理し、アクションプラン（素案）としてまとめる必要があ
る。

②航空機整備施設の供用開始に向けては、造成工事の早期完了及び施設
前面のエプロン工事を完成する必要がある。

①国際物流産業集積地域内の税の優遇措置が、企業進出の誘因となると考
えられる。関連企業の分析・誘致方法に向けたアクションプラン(素案)の策
定、航空機整備から派生する県内製造業企業とのマッチングのあり方などに
ついての検証を行う。

②航空機整備施設に関連する工事の早期完了に向けて、国との情報共有を
図りながら、工程調整を行っていく。

1,263,221 1,263,221 1,010,577 252,644 0 0

今後の取り組み方針

①航空関連産業クラスター形成に向けた先進事例、関連企業との意見交換、マッチング等の調査、有識者からなる委員会で検証し、アクションプラン(素案)を策定
するなど具体的な戦略等を整理していく。

②航空機整備施設については、アジアの旺盛な航空機需要を取り込めるよう、質の高い施設整備に取り組む。
航空機整備施設及び関連工事の工程調整会議を実施し、事業全体に遅れが生じないよう工程管理を行っていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○設計、調査、監理業務における事業者は航空機整備施設
の実績、知識及び関係機関との協議状況を熟知した者であ
り、同設計業務等を予定とおり完成させた。

○費目・使途は事業目的達成の観点から必要なものであり、
額の確定時において支出等に関する書類により確認、適正
であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

1,263,221千円

委託料
96,836千円

（株）沖縄プランニング 3,920千円
航空機整備基地新築工事（下水道切り廻し）設計業務
・事業に必要となる下水道の切り廻し設計

（一財）沖縄県建設気技術センター 6,091千円

（一財）沖縄県建設気技術センター5,508千円

（株）泉創建エンジニアリング 2,498千円

（株）沖縄プランニング 2,527千円

（株）岩下建技コンサルタント 864千円

航空機整備基地事業総合的支援業務委託（Ｈ28その１）

・航空機整備基地事業の監督代行業務

航空機整備基地事業総合的支援業務委託（Ｈ28その2）

・航空機整備基地事業の監督代行業務

航空機整備基地新築工事（造成準備工）監理業務
・造成準備工に係る監理業務

航空機整備基地新築工事監理業務（Ｈ28その２）
・下水道切り廻し工事に係る監理業務

那覇空港取付道路設計業務委託（Ｈ28）
・事業に伴い必要となる取付道路の設計業務

（株）梓設計・（株）宮平設計・（株）根路

銘設計設計共同体 8,694千円

航空機関連産業クラスター形成調査業

務受託コンソーシアム （（株）日本総合

研究所・（株）ANA総合研究所・（株）お

きぎん経済研究所） 23,071千円

（株）沖縄環境分析センター 2,074千円

航空機整備基地新築工事設計業務
・航空機整備施設の建築・設備図面作成等

航空機関連産業クラスター形成調査業務
・航空関連産業クラスター形成に向けたアクションプラン策定等の
調査業務

那覇空港西側地区土壌調査その３
・事業に伴い必要となる土壌調査業務

使用料及び賃借料
50,738千円 大阪航空局 11,647千円

大阪航空局 39,091千円

国有財産の使用許可に伴う使用料

借上財産の使用許可に伴う使用料

工事請負費
1,106,828千円

(有)新長堂土木 8,327千円

(株)小波津組 107,802千円

航空機整備基地新築工事（インフラ切廻し）
・事業に伴い必要となる空港、自衛隊管理施設に係るインフラ

航空機整備基地新築工事（造成１期）
・造成工事（空港内通路切廻し等）

清水・國場・大米特定建設工事共同企業体

750,125千円

(株)照正組 108,149千円

航空機整備基地新築工事（造成２期・格納庫）
・造成工事（事業地内の自衛隊施設部分）、航空機整備施設の工事

航空機整備基地新築工事（舗装工）

・事業に伴い必要となる事業地内の舗装工事

（株）玉新建設 45,473千円

航空機整備基地新築工事（造成準備工）

・事業に伴い必要となる自衛隊施設内の通路を改修及び既存施設
の撤去工事

事務費
8,819千円

旅費等

（株）梓設計・（株）宮平設計・（株）根路

銘設計設計共同体 41,589千円
航空機整備基地新築工事監理業務（Ｈ28）
・航空機整備施設の工事に係る監理業務

(株)照正組 86,952千円 航空機整備基地新築工事（排水工）

・事業に伴い必要となる事業地内の排水工事



10.2千人

目　標 4.9千人

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（○○年度）

実　績
年間旅客数

4.9千人
年間旅客数

1.0千人

目　標粟国空港の年間旅客数

波照間空港の年間旅客数

進
捗
状
況
説
明

・粟国空港に就航していた航空会社が平成27年８月29日以降運行停止したが、平成30年１月～３月に運航再開した。粟国
空港の旅客数はチャーター機及び運行便の利用者合計4.9千人であり、成果目標は未達成である。

目標値
（開業後）

粟国空港の年間旅客数

目　標
年間旅客数

20千人
年間旅客数

10.2千人
年間旅客数

10.2千人

年間旅客数
4.9千人

予算の状況の説明

・波照間空港の工事は完了した。

・粟国空港の工事は平成29年６月に再入札に応じた１社と随意契約を行い、工事着手した。一部残工事が
残っているため、平成30年４月末に完成予定である。

27年度 28年度 29年度

目　標

実　績

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

工事完了２空港（粟国空港、波照間空港）

目　標
実施設計 2空港
工事着手 2空港

工事完了 2空港 工事完了 2空港 工事完了 2空港

実　績
実施設計 2空港
工事着手 1空港

工事完了 1空港 工事完了 1空港 工事完了 1空港

達
成
状
況
説
明

・波照間空港の工事は完了した。

・粟国空港の工事は平成29年６月に再入札に応じた１社と随意契約を行い、工事着手した。一部残工事が残っているため、
平成30年４月末に完成予定である。

執行率（％）(B/A) 40.0% 1.4% 4.0% 97.7% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 96,620 0 84,756 0 0

うち交付金充当額 12,359 1,020 1,986 64,250 0

Ｂ．執行済額 61,792 1,276 3,512 82,796 0

0 88,268 0 0

Ａ．計(b+d) 154,412 92,620 88,268 84,756 0

(d)前年度繰越額 － 92,620 － 84,756 －

(a)当初予算額 154,412 0 88,268 0 0

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

(b)予算現額 154,412

事業内容 　離島観光のブランドイメージの向上を図るため、粟国空港の観光に資するターミナル整備を行う。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（平成30年度）

　土木建築部空港課
事業実施

（予定）年度
平成 26 ～ 28

H28-No.240

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

240 離島空港交流拠点形成事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（１）－ア

国際交流・物流拠点の核と
なる空港の整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－９



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○支出先である事業者は、企業組織、実績、知識等
を勘案した上で選定しており、妥当であったと考えて
いる。

○費目・使途については、事業目的達成の観点等に
照らし合わせ、額の確定時において、支出等に関す
る書類等により確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

―

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

86,308 86,308 66,236 20,072 0 0

今後の取り組み方針

・企画部において、粟国路線など離島路線の運航について航空会社などの関係者と調整しており、情報交換・情報収集を行う。

・粟国空港、波照間空港に就航する航空会社とターミナルビルの使用について調整を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

H28-No.240

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・粟国空港に就航を予定していた航空会社が運航停止したことから、成
果目標が未達成である。

・成果目標を達成するためには、粟国路線の運航の動向について注
視していく。

沖縄県
交付対象事業費

86,308千円

工事請負費
76,596千円

粟国空港

大友建設（株）

76,596千円

粟国空港ターミナルビル工事に係る経費

委託料
2,750千円

粟国空港

（有）仲本設計

2,750千円

粟国空港ターミナルビル工事監理業務に

係る経費

使用料及び賃貸料
5,821千円

粟国空港

大永建設工業（株）

5,821千円

粟国空港仮設ターミナルビルの賃貸に係
る経費

事務費
112千円

粟国空港ターミナルビル工事に係る関係
機関との業務調整に係る経費（旅費）

備品購入費
1,029千円

波照間空港

（株）丸仁

1,029千円

波照間ターミナルビルの備品に係る経費



事業内容
　航空機材の大型化により、増加する旅客者に対応する目的で、旅客の利便性・快適性の向上を図るため、空港の旅客施設等の
機能向上整備を行う。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（平成30年度）

　土木建築部空港課
事業実施

（予定）年度
平成28年度

H28-No.271

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

271 離島空港旅客施設等機能向上整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（１）－ア

国際交流・物量拠点の核と
なる空港の整備

担当部課名 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－９

(a)当初予算額 0 0 358,330 0 0

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

(b)予算現額 0 0 358,330 0 0

Ａ．計(b+d) 0 0 358,330 358,330 0

(d)前年度繰越額 － － － 358,330 －

うち交付金充当額 0 0 0 93,387 0

Ｂ．執行済額 0 0 0 118,974 0

執行率（％）(B/A) #DIV/0! #DIV/0! 0.0% 33.2% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 0 0 358,330 0 0

予算の状況の説明
・民間事業を含め、沖縄地域で建設需要が旺盛であることから、離島地域工事の入札の不調不落が多発し
ていおり、当該事業も大きな影響を受けた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

離島４空港の旅客施設等工事完了

目　標 工事完了 4空港

実　績 工事完了 1空港

達
成
状
況
説
明

・民間事業を含め、沖縄地域で建設需要が旺盛であることから、離島地域工事の入札の不調不落が多発していおり、当該
事業も大きな影響を受けたため、完了していない空港がある。

目　標

実　績

実　績 363千人 372千人

目　標

離島４空港（南大東空港・北大東空港・久米
島空港・多良間空港）の年間旅客数

目　標 347千人 -

進
捗
状
況
説
明

・成果目標は達成している。

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
27年度 28年度 29年度

目標値
（30年度）

381千人



H28-No.271

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・航空機材の大型化により、旅客者が増加している。
・旅客数の増加に対して、旅客の利便性及び快適性が適切に確保さ
れているかどうを注視していく。

今後の取り組み方針

・空港を利用する旅客数を把握するとともに、必要に応じ旅客の利便性及び快適性の向上が図られる取り組みを検討する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

118,974 118,974 93,387 25,587 0 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○支出先である事業者は、企業組織、実績、知識等
を勘案した上で選定しており、妥当であったと考えて
いる。

○費目・使途については、事業目的達成の観点等に
照らし合わせ、額の確定時において、支出等に関す
る書類等により確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

―

委託料
23,488千円

沖縄県
交付対象事業

費
118,974千円

南北大東空港

赤嶺企画設計室

10,880千円

南北大東島空港搭乗待合室等増築工事

に係る経費

北大東空港

赤嶺企画設計室

2,318千円

北大東島空港搭乗待合室等増築工事に

係る経費

多良間空港
（株）大成建設ｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ

6,656千円

多良間空港

(株)南城技術開発

2,374千円

工事請負費
95,４８６千円

北大東空港

株式会社与儀組

68,526千円

多良間空港

26,960千円

事務費
279千円

北大東島空港搭乗待合室等増築工事に

係る経費

旅費

多良間空港駐車場整備の測量及び設計
に係る経費

多良間空港搭乗待合室拡張及びGSE車
庫に整備の設計に係る経費

多良間空港駐車場整備に係る経費

久米島空港

末吉設計室

1,260千円

久米島空港のベルトコンベア改修に係る



リーファー電源の整備に
かかる取組

達
成
状
況
説
明

①総合物流センター建設地の地中に当初把握していなかった多数の岩塊が確認されたことにより、設計変更等において、
不測の時間を要したことから建築工事がやや遅れているが、早期整備完了に向け分割発注や施工機械を増やし、平成30
年の整備完了に向け、引き続き鋭意努める。
②陸上電力供給施設については、平成29年10月に3基全て整備を完了した。
③臨港道路浦添線無電柱化事業：本事業は要請者負担方式で実施することから、実施設計の前段階として電線管理者と
無電柱化に係る費用負担や整備後の管理の条件等について覚書及び協定書を平成29年3月に締結し、平成29年3月末に
一部契約を行った。また、臨港道路浦添線開通に必要な入線工事が完了した。
④リーファー電源の整備については、平成30年1月に22口設置し、整備完了した。

③臨港道路浦添線無電柱事業
・無電柱化（入線部分）の整備にかかる取組

目　標 事業の着手
・無電柱化（入線部分）
の整備にかかる取組

実　績 事業の着手
・無電柱化（入線部分）
の整備にかかる取組

目　標 実施設計の実施
・総合物流センター整
備事業における工事
の着手

・総合物流センター整備
の実施（地盤改良、高圧
電 気 設 備 、ラ ン プ ウェ
イ、事務所棟及び物流セ
ンター（本体部）建築工
事の実施）。

実　績
・那覇港（泊ふ頭）陸上
電力供給施設整備工事
の実施

目　標
・那覇港（泊ふ頭）陸上
電力供給施設整備工事
の実施

予算の状況の説明
・臨港道路浦添線無電柱化事業において、当初予定していた道路照明やバス停等への引込が減り、予定し
ていた変圧器や分岐装置などの地上機器、ケーブル延長等の数量が抑えられたため、補償費が大幅に減
少した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

①那覇港総合物流センター整備事業
総合物流センター事業の実施
（地盤改良、高圧電気設備、ランプウェイ、事
務所棟及び物流センター本体部）

実　績 実施設計の実施
・実施設計業務の完
了及び基礎工事の実
施

・総合物流センター整備
の実施（地盤改良、高圧
電 気 設 備 、ラ ン プ ウェ
イ、事務所棟及び物流セ
ンター（本体部）建築工
事の実施）。

②那覇港（泊ふ頭）陸上電力供給施設整備
事業
・陸上電力供給施設を+H33の実施

④冷凍冷蔵コンテナ用電源整備事業
・リーファー電源の整備にかかる取組

目　標
リーファー電源の整備に
かかる取組

実　績

執行率（％）(B/A) 32.7% 99.3% 52.1% 83.5% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 614,839 0 713,888 0 0

うち交付金充当額 239,168 488,356 621,900 476,770 0

Ｂ．執行済額 298,961 610,446 777,375 595,963 0

－ 1,491,611 － 0

Ａ．計(b+d) 914,000 614,839 1,491,611 713,888 0

(d)前年度繰越額 － 614,839 － 713,888 －

(a)当初予算額 914,000 － 1,207,493 － 0

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 － 284,118 － 0

(b)予算現額 914,000

事業内容
 那覇港は、沖縄県の経済社会活動を支える拠点港湾であることから、利便性が高く災害に強い港湾の整備・拡充を推進するととも
に、国際物流拠点の形成を図るために必要な施設の整備を行う。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　■後年度（平成30年度、平成31年度）

　土木建築部港湾課
事業実施

（予定）年度
平成 25 ～ 30

H28-No.235

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

235 那覇港における人流・物流拠点港湾整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（1）－イ

人流・物流を支える港湾の整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ-1-（3）



今後の取り組み方針

（那覇港総合物流センター整備事業）
　・平成30年度の整備完了及び平成31年4月の供用開始に向け物流センターの本体工事の施工上の問題点の確認及び工程管理を行う。

（臨港道路浦添線無電柱化事業）
大型商業施設利用者等、関係機関との情報共有及び密な調整を行い、スケジュールに想定外の事項が生じないか入念に確認し、作業状況及

び現場状況等の把握に努める。

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

（那覇港総合物流センター整備事業）
・入居企業が決定し、入居企業が物流棟本体内で行う工事内容及び、
開業予定時期が決定したことから、今後は、物流棟本体工事等に遅れ
が生じない等、十分な工程管理を行う必要がある。

（臨港道路浦添線無電柱化事業）
・平成31年秋頃に大型商業施設が開業する予定であり、早期に整備す
る必要がある。
・臨港道路浦添線は直轄事業で整備しており、工事工程について国と密
に調整していく必要がある。

（那覇港総合物流センター整備事業）
・工事の進捗に影響が出ないよう、工程管理を行う必要があることか
ら、施工上の問題点の確認など、現場状況のより詳細な把握に努め
る。

（臨港道路浦添線無電柱化事業）
・大型商業施設事業者や電線管理者と情報共有及び密な調整を行
い、徹底した工程管理を行う。

・工事工程について国と調整し、臨港道路浦添線開通に必要な分の
入線補償については、開通までに完了することができた。

4,580TEU/年
間

【H30成果目標】
那覇港におけるクルーズ船寄港回数

目　標 307回

【H31成果目標】
那覇港総合物流センターの取扱貨物量の増

目　標

成果目標
（指標）

及び進捗状況

【参考指標】
沖縄21世紀ビジョン実施計画P162
那覇港の取扱貨物量

目　標
1,004万トン
（平成23年）

1168.4万トン

進
捗
状
況
説
明

①実施設計において、不測の時間を要したことから建築工事がやや遅れているが、物流センターの基礎工事まで完成した。
②陸上電力供給施設については、平成29年10月に3基全て整備を完了し、陸上からの電力供給が可能となった。
③電線管理者と無電柱化に係る費用負担や整備後の管理の条件等について覚書及び協定書を平成29年3月に締結し、平
成29年3月末に一部契約を行い事業が進捗した。。
④リーファー電源の整備について22口設置し、したことにより、冷蔵・冷凍コンテナの需要に対応できる施設が増加した。
那覇港の取扱貨物量は順調に増加しており、平成29年度は目標値を達成した。

H28-No.235

入線に関する委託業
務及び入線類整備
の実施

1,278万トン
（平成33年）

実　績 - 1095.8万トン 1156.5万トン 1216.0万トン

④冷凍冷蔵コンテナ用電源整備事業
・設計業務の完了およびリーファー電源の一
部設置。

目　標 -
設計業務の完了及
びリーファー電源の
一部設置

実　績 -

③臨港道路浦添線無電柱事業
・入線に関する委託業務及び電線類整備の
実施。

目　標 - 実施設計の完了
入線に関する委託業
務及び電線類整備
の実施。

実　績 -

②那覇港（泊ふ頭）陸上電力供給施設整備
事業
・陸上電力供給施設を3基整備する。

設計業務の完了及
びリーファー電源の
一部設置

実施設計に向けた
電線管理者との調
整

実　績 -
陸上電力供給施設を
3基整備する。

目　標 -
陸上電力供給施設を
3基整備する。

実　績 -
・実施設計業務の
完了及び基礎工
事の実施

地盤改良、高圧電気
設備、ランプウェイ、
事務所棟及び物流
センター本体基礎工
の完了

29年度 目標値
（30・31年度）

①那覇港総合物流センター整備事業
総合物流センター事業
（地盤改良、地盤の嵩上げに伴う杭の延長、
高圧電気設備設置工事、ランプウェエ躯体
工、事務所棟及び物流センター本体部基礎
工の完了）

目　標 -

・地盤改良及びラ
ンプウェイ基礎工
の完了
・事務所棟工事の
一部実施（基礎工
及び躯体工の完
了）

地盤改良、地盤の嵩上
げに伴う杭の延長、高
圧電気設備設置工事、
ランプウェイ躯体工、事
務所棟設備及び物流セ
ンター本体部基礎工の
完了

H28成果目標（指標）
基準値

（23年度）
27年度 28年度



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○一般競争入札の最低価格業者と契約を結んでい
ることから、支出先の選定方法は妥当であると考え
る。
○設計時において複数の工法から最も経済的な工
法を選択していることから、予算規模は事業内容に
見合っていると考える。
○費目、使途については、関連書類を確認し、適正
であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-

912,496

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

2,285,834 1,373,338 1,098,670 274,668

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

（株）沖縄特電 25,466千円

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（事務所棟・電気）

(株)ワールド設計・八千代エンジニヤリング

(株)沖縄事務所共同企業体 9,692千円 （仮称）那覇港総合物流センター変更設計業務委託

(株)ワールド設計・八千代エンジニヤリング

（株）沖縄事務所共同企業体 1,200千円
（仮称）那覇港総合物流センター新築工事監理業務（ランプ

ウェイ・事務所棟

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（昇降機）

國和設備工業（株）・（株）イチゴ特定建
設工事共同企業体 55,741千円

（有）雷光電気工事・（有）三国電気特定
建設工事共同企業体 35,998千円

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（事務所棟・機械）

金秀建設(株)(株)照屋土建(株)富士建設
特定建設工事共同企業体 750,384千円

(株)大宜見組 40,296千円

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（物流棟・基礎）

（仮称）那覇港総合物流センター地盤改良工事（Ｈ２８）

(株)ワールド設計・八千代エンジニヤリング
(株)沖縄事務所共同企業体 4,018千円

(株)ワールド設計・八千代エンジニヤリング
(株)沖縄事務所共同企業体 1,880千円

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事監理業務（物流

棟・基礎）

(仮称）那覇港総合物流センター地盤改良工事監理業務

(H28）

(株)仲本工業・琉幸建設(株)・(有)大地建
設特定建設工事共同企業体 1,348千円

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（事務所棟・建築

１工区）

平安座総合開発(株)・(株)りゅうせき建設・(有)沖産

特定建設工事共同企業体 140,893千円

(株)南海建設・(株)東江建設・仲程土建(株)特

定建設工事共同企業体 162,395千円

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（ランプウェイ１工

区）

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（ランプウェイ２工

区）

(株)丸善組・(有)新秀建設特定建設工事
共同企業体 1,464千円

照屋電気工事（株） 66,987千円

中部電水工事㈱ 9,331千円

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（事務所棟・建築

２工区）

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（受変電設備）

（仮称）那覇港総合物流センター新築工事（物流棟・電気そ

の2）

補助金

1,373,338
千円

委託料
21,315千円

㈲アカナ設備設計 1,773千円

㈲アカナ設備設計 648千円

那覇港（新港ふ頭）冷凍冷蔵コンテナ用電源施設整備設計

業務(その1)

那覇港（新港ふ頭）冷凍冷蔵コンテナ用電源施設整備工事

監理業務(その1)

（株）サン電設 31,135千円 那覇港（新港ふ頭）冷凍冷蔵コンテナ用電源施設整備工事

（その１）

(株)沖縄エネテック 1,523千円

(株)沖縄エネテック 581千円

那覇港（泊ふ頭）陸上電力供給施設設計業務委託（Ｈ28-1）

那覇港（泊ふ頭）陸上電力供給施設整備工事監理業務

(株)久米電装 23,230千円
那覇港（泊ふ頭）陸上電力供給施設整備工事

沖縄電力㈱ 7,355千円
臨港道路浦添線無電柱化事業（要請者負担方式）

に関する補償契約書
補償費

7,355千円

那覇港管
理組合

1,373,338
千円

沖縄県

交付対象
事業

1,373,338
千円



進
捗
状
況
説
明

・成果目標である上屋外構舗装の整備については、関連工事である上屋本体基礎の支持層が想定より深かったことから検
討・施工に不測の時間を要し、上屋周辺の舗装範囲や給排水口の接続調整への着手が遅延して繰越したことにより未達成
の状況であるが、平成29年６月に完了している。

33,000トン/年

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

27年度 28年度 29年度
目標値

（30年度）

実　績 - - 整備完了

【H30年度】
東ふ頭新規上屋使用者における取扱貨物量

目　標

取り扱い貨物の円滑な荷捌きを促進させる
ために、上屋外構舗装13,120㎡の整備を図
る。

目　標 - - 整備完了

目　標

実　績

予算の状況の説明

・予算額は、上屋廻りの外構整備に係る工事請負費と、設計業務及び工事監理業務に係る委託料を計上し
た。

・上屋の外構設計について、関連工事である上屋本体基礎の支持層が想定より深かったことから検討・施
工に不測の時間を要し、上屋周辺の舗装範囲や給排水口の接続調整への着手が遅延したため、平成28年
度の執行率は47.9％に留まったが、繰越しして実施業務は完了したが入札残により執行率は56.6%となって
いる。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

港湾施設用地整備　１式

目　標 - - 整備完了

実　績 - - 整備完了

達
成
状
況
説
明

・上屋の外構設計について、関連工事である上屋本体基礎の支持層が想定より深かったことから検討・施工に不測の時間
を要し、上屋周辺の舗装範囲や給排水口の接続調整への着手が遅延したため年度内に完了きなかったが、繰越しして工事
を完了した。

執行率（％）(B/A) 34.9% 100.0% 47.9% 56.6% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 346,568 0 100,738 0 0

うち交付金充当額 148,346 277,148 74,209 45,632 0

Ｂ．執行済額 185,432 346,435 92,762 57,039 0

0 193,500 0 0

Ａ．計(b+d) 532,000 346,568 193,500 100,738 0

(d)前年度繰越額 － 346,568 － 100,738 －

(a)当初予算額 532,000 0 193,500 0 0

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

(b)予算現額 532,000

事業内容 　中城湾港新港地区に流通加工港湾機能の強化を図るため、上屋の増設等を行う。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　■後年度（平成30年度）

　土木建築部港湾課
事業実施

（予定）年度
平成 25 ～ 28

H28-No.236

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

236 中城湾港新港地区物流拠点化促進整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（１）－イ

人流・物流を支える港湾の整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（３）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○一般競争入札及び指名競争入札を実施しており、
支出先及び額は適正である。

○費目・使途については、事業目的達成の観点から
必要なものなのか等について、関連書類を確認した
結果、予算規模、費目、使途について適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

149,801 149,801 119,841 29,960 0 0

今後の取り組み方針

･各関連工事の工程会議を綿密に行い、工事契約後速やかに土質性状を把握することで施設の早期整備に取り組む。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

H28-No.236

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・取扱貨物量の増加により、既存の３棟の上屋は満杯状態が続き、野外
露出不可の貨物保管・荷捌きに支障をきたしているため、上屋と同様、
上屋廻りの荷捌き地舗装の整備が求められており、適切な工程調整の
上、整備の推進を図る必要がある。

・埋立箇所であるため、舗装工事着手前の詳細な土質調査により、舗装
構造の再検討が必要.。

・各関連工事間の工程会議を行うことで、上屋廻り等の外構整備を推
進を図る。

・工事契約後、早期に土質性状を面的に把握し、工程管理に組み込
む。

沖縄県

交付対象
事業費

149,801千円

上屋外構工事（有）牧野建設
42,762千円

現場技術業務

（株）沖縄建設技研
4,656千円

上屋外構工事

琉球道路（株）
47,549千円

琉球建設産業（株）
15,774千円

（株）第一三興建設
39,060千円 上屋外構工事

上屋外構工事

工事請負費
145,145千円

委託料
4,656千円



H28-No.237

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

237 中城湾港新港地区物流拠点化促進調査 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（１）－イ

人流・物流を支える港湾の整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（３）

事業内容
 中城湾港新港地区の産業支援港湾としての機能強化、那覇港との適正な機能分担の実現のために、本土の大都市圏（京阪）との
定期航路就航に向けた実証実験を実施する。協力船会社に実証実験に係る一部費用を支援し、課題解決や貨物の掘り起こし等を
行う。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　■後年度（平成30年度）

　土木建築部港湾課
事業実施

（予定）年度
平成 28 ～ 31

(a)当初予算額 0 0 26,900 － 0

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 0 0 － 0

(b)予算現額 0 0 26,900 － 0

Ａ．計(b+d) 0 0 26,900 26,900 0

(d)前年度繰越額 － － － 26,900 －

うち交付金充当額 0 0 0 7,443 0

Ｂ．執行済額 0 0 0 9,304 0

執行率（％）(B/A) #DIV/0! #DIV/0! 0.0% 34.6% －

Ｃ．次年度繰越額 0 0 26,900 0 0

予算の状況の説明

・実証実験を開始するにあたり、船会社の公募方法の見直し等に不測の時間を要したことから、平成28年
度は未執行となった。

・また、平成28年度（繰越）については、関係機関との調整に時間を要し、実証実験の開始が遅れたことか
ら、期限までの補助金の執行が厳しくなったため、不用となった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

京阪航路の実証実験の運航を行う。（週1便）

目　標 － － 1便/週 －

実　績 － － 未実施 －

達
成
状
況
説
明

・実証実験を開始するにあたり、予算を繰り越して実施する予定であったが、関係機関との調整に時間を要し、実証実験の
開始が遅れたため、平成28年度予算（繰越）では実施できなかった。（継続する平成29年度予算にて実施）

目　標

実　績

実　績 － 未実施 －

【H30成果目標】
京阪航路実証事業における中城湾港新港地
区での取扱貨物量の増加（純増貨物）

目　標

中城湾港新港地区における取扱貨物量の増
加（平均取扱貨物量240t/1航海）

目　標 － 240t/1航海 －

進
捗
状
況
説
明

・実証実験を開始するにあたり、予算を繰り越して実施する予定であったが、関係機関との調整に時間を要し、実証実験の
開始が遅れたため、平成28年度予算（繰越）では実施できなかった。（継続する平成29年度予算にて実施）

150トン/1航海

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
27年度 28年度 29年度

目標値
（30年度）



H28-No.237

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・貨物量の増大に向けて、分析を踏まえた貨物の掘り起こしを行う必要
がある。

・京阪航路実証実験の利用促進に向けて、企業（荷主）を対象に積極
的な誘致活動を展開する。

今後の取り組み方針

・利用促進に向けて、周辺立地企業に対して定期的に開催している連絡会議等への参加などを行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

9,304 9,304 7,443 1,861 0 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○指名競争入札を実施しており、支出先及び額は適
正である。

○委託業務は、契約額の範囲内で事業目的、仕様に
合致した成果物が完成しており、適切に実施されたと
考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

9,304千円
委託料

9,304千円

一般貨物の掘り起こし
等の調査・検討

八千代エンジニヤリング（株）沖縄事務所
・（株）沖縄建設技研JV

9,304千円



進
捗
状
況
説
明

・成果目標であるアスファルト舗装整備については、舗装構造の細部の調整に不測の日数を要して繰越したことにより未達
成の状況であるが、平成29年６月に完了した。

・成果目標であるアスファルト舗装整備面積について、地盤が弱く当初想定し得なかった地盤改良を実施する必要が生じた
ため、成果目標の整備面積(5,570㎡)を下回る4,100㎡となった。

1.9%

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

27年度 28年度 29年度
目標値

（30年度）

実　績 - -
整備完了

(約4,100㎡(3×5
×273台))

【H30年度】
那覇港から中城湾港新港地区への自動車貨
物シフト割合の増加

目　標

貨物の一時保管所としてのアスファルト舗装
整備完了

目　標 - -
整備完了

(約5,570㎡(3×5
×371台))

目　標

実　績

予算の状況の説明

・予算額は、モータープール整備に係る工事請負費を計上した。

・モータープール舗装設計について、舗装構造の細部の調整に不測の日数を要したため、平成28年度の執
行率は93.8％であったが、繰越しにより99.95%となった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

京阪航路実証実験を実施するために必要な
港湾施設用地の整備

目　標 - - 整備完了

実　績 - - 整備完了

達
成
状
況
説
明

・舗装構造の細部の調整に不測の日数を要したため、年度内に完了できず、繰り越して工事を完了した。

執行率（％）(B/A) #DIV/0! #DIV/0! 93.8% 99.95% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 0 0 4,325 0 0

うち交付金充当額 0 0 52,139 3,458 0

Ｂ．執行済額 0 0 65,175 4,323 0

0 69,500 － 0

Ａ．計(b+d) 0 0 69,500 4,325 0

(d)前年度繰越額 － － － 4,325 －

(a)当初予算額 0 0 69,500 － 0

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 0 0 － 0

(b)予算現額 0

事業内容
　中城湾港新港地区の産業港湾としての機能強化、那覇港との適切な機能分担の実現のために実証実験を行うこととしており、そ
のたに必要な中古車(商品貨物)を積み下ろしするヤード舗装等の環境整備を行う。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　■後年度（平成30年度）

　土木建築部港湾課
事業実施

（予定）年度
平成 28 ～ 31

H28-No.238

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

238 中城湾港新港地区物流機能強化等整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（１）－イ

人流物流を支える港湾の整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（３）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○指名競争入札を実施しており、支出先及び額は適
正である。

○費目・使途については、事業目的達成の観点から
必要なものなのか等について、関連書類を確認した
結果、予算規模、費目、使途について適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

69,498 69,498 55,597 13,901 0 0

今後の取り組み方針

・工事の中で軟弱地盤層を確認したうえで、地盤改良を行い早期整備に取り組む。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

H28-No.238

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

･当初想定し得なかった軟弱地盤の範囲が、次年度以降の施工箇所に
おいても確認される可能性がある。

･委託により、施工前の軟弱地盤の確認も可能であるが、工事で確認
を行った方が、軟弱地盤の範囲の確認に漏れがなく効率的である。

沖縄県

交付対象
事業費

69,498千円

工事請負費
69,498千円 モータープール工事

(有)牧野建設
4,323千円

大畑建設（株）
33,559千円

（有）森田建設
31,616千円

モータープール工事

モータープール工事



H28-No.269

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

269 本部港立体駐車場整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（11）－ウ

人流・物流を支える港湾の整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－11－（2）

事業内容 　本部港の港湾利用者の利便性向上を図るため立体駐車場整備に係る、実施設計及び敷地造成工事を実施する。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　■後年度（平成32年度）

　土木建築部港湾課
事業実施

（予定）年度
平成 28 ～ 29

(a)当初予算額 0 0 80,000 －

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 0 0 －

(b)予算現額 0 0 80,000 －

Ａ．計(b+d) 0 0 80,000 80,000

(d)前年度繰越額 － － － 80,000

うち交付金充当額 0 0 0 64,000

Ｂ．執行済額 0 0 0 80,000

執行率（％）(B/A) #DIV/0! #DIV/0! 0.0% 100.0%

Ｃ．次年度繰越額 0 0 80,000 0

予算の状況の説明

・予算額は、実施設計及び敷地造成工事を計上した。

・本部港は｢官民連携による国際クルーズ拠点｣に選定され、当初予定されなかったクルーズ客への対応す
るため、施設配置の検討をに時間を要したことにより全額を繰越していたが、平成29年度内に100.0%の執行
となった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

実施設計の実施

目　標 - - 設計完了

実　績 - - 設計完了

達
成
状
況
説
明

・大型クルーズ船寄港による、施設配置の検討に不足の時間を要し、実施設計及び敷地造成工事の着手が遅れたため年
度内に完了できなかったが、繰越しして実施設計及び工事を完了させた。

敷地造成工事の実施

目　標 - - 工事完了

実　績 - - 工事完了

実施設計の完了
目　標 設計完了 －

実　績

－

実　績 工事完了 －

設計完了 －

目　標 工事完了

80％以上

進
捗
状
況
説
明

・大型クルーズ船寄港による、施設配置の検討に不足の時間を要し、実施設計及び敷地造成工事の着手が遅れたため年
度内に完了できなかったが、繰越しして実施設計及び工事を平成30年３月に完了した。

【H32成果目標】
利便性が確保されたか（80％以上）を含め、
アンケート調査により当該駐車場のあり方に
ついて検証する。

目　標

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

27年度 28年度 29年度

敷地造成工事の完了

目標値
（32年度）



H28-No.269

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・大型クルーズ船が寄港することにより、クルーズ客が利用するレンタ
カーや大型バスに対応可能な施設配置についても、検討を行う必要が
ある。

・大型クルーズ船寄港に対応した施設配置の検討を行う。

今後の取り組み方針

・大型クルーズ船寄港時の利用状況の実態を把握し、増設の規模について検討を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

80,000 80,000 64,000 16,000 0 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○一般競争入札及び指名競争入札を実施しており、
支出先及び額は適正である。

○費目・使途については、事業目的達成の観点から
必要なものなのか等について、関連書類を確認した
結果、予算規模、費目、使途について適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-

沖縄県

交付対象
事業費

80，000千円

立体駐車場本体設計業務委託料
30,000千円

（株）ワールド設計
18,747千円

工事請負費
50,000千円

敷地造成工事
(有)一円産業
50，000千円

（株）沖縄設計センター
11,253千円 敷地造成設計業務



H28-No.270

平成28年度（繰越）度沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

270 海洋性レジャー拠点機能向上整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（１）－イ

人流・物流を支える港湾の整備

担当部課名
Ⅲ－１－（１）

平成28年度

事業内容
　沖縄県内の海洋性レジャーの拠点である公共マリーナにおいて、施設の機能強化により利用者の受入体制の向上を図るため、固定式クレーン
等を整備する。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　■後年度（平成34年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　）

　土木建築部港湾課
事業実施

（予定）年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

0

(c)増減額(b-a) 0 － 0 － 0

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 0 － 687,000 － 0

(b)予算現額 0

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

－ 687,000

－ － － 687,000                    －

Ａ．計(b+d) 0 － 687,000 687,000                    

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 0 － 0 543,621 0

0

Ｂ．執行済額 0 － 0 679,526                    0

執行率（％）(B/A) － － 0.0% 98.9% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 0 － 687,000 － 0

予算の状況の説明
・固定式クレーンを設置するにあたり、クレーンメーカーが決定したことにより既設変圧器の容量が不足していることが判
明したことから、新たに変圧器増設に係る設計業務と受変電設備の改良を行う必要が生じたため、繰越により入札残を
除いた執行率98.9％となった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

固定式クレーンの整備

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標 固定式クレーンの整備

実　績 固定式クレーンの整備

達
成
状
況
説
明

・固定式クレーンを設置するにあたり、クレーンメーカーが決定したことにより既設変圧器の容量が不足していることが判明したことから、
新たに変圧器増設に係る設計業務と受変電設備の改良を行う必要が生じたため、年度内に完了できなかったが、繰り越して完了した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標） 基準値 27年度 28年度 29年度

目　標

実　績

目標値
（34年度）

中・大型艇を上下架させるための固定式ク
レーンの整備完了

目　標
固定式クレーン

の整備完了
－

実　績
固定式クレーン

の整備完了
－

【H34年度】
・宜野湾港マリーナ大型船収容率
H29年度62％→H34年度90％

目　標

進
捗
状
況
説
明

・成果目標である固定式クレーンの整備完了については、固定式クレーンを設置するにあたり、クレーンメーカーが決定したことにより既
設変圧器の容量が不足していることが判明したことから、新たに変圧器増設に係る設計業務と受変電設備の改良を行う必要が生じたた
め繰り越したが、平成30年３月に完了した。

90%

【H34年度】
・与那原マリーナ全体収容率
H29年度14％→H34年度30％

目　標 30%



H28-No.270

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・宜野湾港マリーナ、与那原マリーナに中・大型艇を運ぶための固定式ク
レーンを整備したものの、利用者等に対して周知が十分でない。

・収容率向上のためには、利用者等への宜野湾港マリーナ及び与那原マリー
ナの広報を行い、固定式クレーンを整備したことを周知する必要がある。

679,526 679,526 543,621 135,905 0 0

今後の取り組み方針

・ボートショウ、専門誌等による宜野湾港マリーナ及び与那原マリーナ広報活動の中で、固定式クレーン整備の周知を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○一般競争入札及び指名競争入札を実施しており、支出先
及び額は適正である。

○費目・使途については、事業目的達成の観点から必要なも
のなのか等について、関連書類を確認した結果、予算規模、
費目、使途について適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

備品購入費
628,884千円

桟橋給電給水設備工事監理業務

沖縄県

交付対象
事業費

679,526千円

委託料
1,000千円

工事請負費
49,692千円

桟橋給電給水設備工事

固定式クレーン購入

（株）環境設計国建
1,000千円

沖電水工事（株）
49,642千円

日本ホイスト（株）
628,884千円



H28-No.207

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

207 環境共生型観光推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ア

担当部課名 　文化観光スポーツ部観光振興課
事業実施

（予定）年度
平成

国際的な沖縄観光ブランドの確立

事業内容
　保全利用協定が締結される中核的な地域に対し環境共生型の観光地づくりを支援し、県全体の意識を醸成し持続可能な環境共
生型観光の推進を図る。

効果発現年度  　 ■当年度　　　　　　□後年度（　　　年度）

沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（１）
24 ～ 29 年度

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 38,502 0 27,666 0 0

29年度

(c)増減額(b-a) ▲ 12,870 0 0 0 0

(b)予算現額 25,632 0 27,666 0 0

(d)前年度繰越額 － － － 11,700 －

Ａ．計(b+d) 25,632 0 27,666 11,700 0

Ｂ．執行済額 23,587 0 8,244 10,784 0

うち交付金充当額 18,870 0 6,595 9,586 0

Ｃ．次年度繰越額 0 0 11,700 0 －

執行率（％）(B/A) 92.0% #DIV/0! 29.8% 92.2% －

予算の状況の説明

・平成28年度予算は、保全利用協定が締結される中核的な地域に対し環境共生型の観光地づくりを支援す
るための補助金等を計上したものの、石垣市白保地区における補助事業（施設整備）において、保安林の
解除に係る調整に不測の時間を要したことにより、次年度に繰り越すこととなった。

・最終的な執行率は68.8%であり、主に補助金の執行残が発生したことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

実　績 １箇所 １箇所

目　標 １箇所 １箇所

26年度 27年度 28年度 29年度

活動支援

目　標 １箇所 １箇所

施設整備支援

実　績 １箇所 １箇所

達
成
状
況
説
明

・石垣市白保地区における休憩施設（東屋）の補助事業（施設整備）において、保安林の解除に係る調整に不測の時間を要
したことにより繰越となったが、平成29年６月に施設整備が完了した。

・活動支援として、保全利用協定の概要及び協定締結地域の取り組みの普及啓発を図るためリーフレットを作成した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（23年度）
27年度 28年度

次回来沖した際の、エコツアーへの参加意向
度

目　標 － 2.17% 1.90%

29年度
目標値

（  年度）

－

実　績 1.30% 把握出来ず 把握出来ず －

（参考）
旅行中に行った活動（エコツアー）

目　標 － － －

進
捗
状
況
説
明

・沖縄県が実施している「観光統計実態調査」において「次回来沖した際の、エコツアーへの参加意向度（％）」を成果目標と
して設定していたが、平成27年度以降、統計調査の調査項目から外れ、把握ができなくなったことから、成果目標の達成状
況を評価することが出来ないため、未達成とした。

・なお、平成29年度から成果目標を同調査における「旅行中に行った活動（エコツアー）」へと見直しを行った。

実　績 － 1.60% 1.70% －

－



今後の取り組み方針

・保全利用協定地域や締結を検討している地域等でのセミナーの開催や具体的な手続き等の勉強会を行い、県内でのエコツーリズムの推進を図
る。

H28-No.207

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・自治体及びエコツアー事業者は、観光客の入域総数増加への意識の
比重が高く、環境負荷軽減の優先度が低くなっている。

・自然環境、文化資源の保全利用を進めるためには「保全利用協定」
が有効な手段であることを関係者へ周知を図り、保全利用協定締結
や地域でのルール作りの必要性を訴求する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

20,226 20,226 16,181 2,847 1,198 0 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は、公募型プロポーザル方式により知
識、企画提案内容、実施体制等を勘案した上で選定
しており、補助事業者は市町村であり、事業申請内
容等を調査し採択を決定しており、妥当であったと考
える。

○費目、使途については、事業目的達成の観点から
必要なものか等について、実績精算時に関係書類に
より確認、適切であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

沖縄県

交付対象
事業費

20,226千円

事務費
295千円

委託料
7,949千円

株式会社オリエンタルコンサルタンツ
株式会社アンカーリングジャパン共同企業体

7,949千円

・保全利用協定締結地域におけ
る人材育成、プロモーションの
実施

山里建設設計事務所
他３件

11,982千円

整備工事

石垣市
10,784千円

（事業者負担）
1,198千円

補助金
10,784千円



H28-No.211

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

211 大型MICE受入環境整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ア

国際的な沖縄観光ブランドの確立

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（１）

事業内容
　既存施設では対応できない大型MICEの誘致を促進するため、多目的ホールや展示場、中小会議室を備えた全天候型施設の整備
に向けた調査・検討を行う。

効果発現年度  　 ■当年度　　　　　　□後年度（　　　年度）

　文化観光スポーツ部観光整備課
事業実施

（予定）年度
平成 27 ～ 32

(a)当初予算額 90,214 － 119,266 － 0

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　■その他　（　補償　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 － ▲ 27,000 － 0

(b)予算現額 90,214 － 92,266 － 0

Ａ．計(b+d) 90,214 47,635 92,266 33,000 0

(d)前年度繰越額 － 47,635 － 33,000 －

うち交付金充当額 33,241 38,089 45,801 24,447 0

Ｂ．執行済額 41,551 47,612 57,251 30,559 0

執行率（％）(B/A) 46.1% 100.0% 62.0% 92.6% －

Ｃ．次年度繰越額 47,635 0 33,000 0 0

予算の状況の説明

・平成28年度予算は、マリンタウンMICEエリアまちづくりビジョンの策定や下水道事業計画変更等業務に必要
な委託料や補償金を計上したものの、マリンタウンMICEエリアまちづくりビジョンの策定に不測の日数を要し
たため、当該ビジョンを踏まえて実施する予定であった下水道事業計画変更等業務については、次年度に繰
り越すこととなった。

・最終的な執行率は95.1%であり、概ね計画的に執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

　「民活施設整備アドバイザリー業務」にて整
備基本計画を策定する

目　標 － － 計画策定

実　績 － － 計画策定

下水道幹線移設工事に必要な実施設計の策
定及び下水道事業計画変更の実施

目　標 － －
実施設計の策定
計画変更の実施

実　績 － －

整備手法がPPP方式となった部分についての
事業者の決定

目　標 － － 事業者の決定

実　績 － － 事業者の決定

実施設計の策定
計画変更の実施

達
成
状
況
説
明

・平成28年７月に沖縄県大型MICE施設整備基本計画を策定した。

・平成28年11月に沖縄県大型MICE施設整備運営事業に係る一般競争入札の公告を行い、平成29年４月にPPP方式の１つで
あるDBO方式により沖縄県大型MICE施設整備運営事業者を決定した。

・平成29年11月に下水道幹線移設工事に必要な実施設計の策定及び下水道事業計画変更の実施を完了した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標） 基準値 27年度 28年度

事業者の決定（ＰＰＰ方式）
目　標 － － 事業者の決定

29年度 目標値

整備基本計画の策定
目　標 － － 計画策定

実　績

実　績 － － 事業者の決定

－ － 計画策定

進
捗
状
況
説
明

・平成28年７月に沖縄県大型MICE施設整備基本計画を策定した。

・平成28年11月に沖縄県大型MICE施設整備運営事業に係る一般競争入札の公告を行い、平成29年４月にPPP方式の１つで
あるDBO方式により沖縄県大型MICE施設整備運営事業者を決定した。

・平成29年11月に下水道幹線移設工事に必要な実施設計の策定及び下水道事業計画変更の実施を完了した。

実　績 － －
実施設計の策定
計画変更の実施

下水道幹線移設工事に伴う実施設計及び下
水道事業計画変更完了

目　標 － －
実施設計の策定
計画変更の実施



H28-No.211

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・沖縄県において、大型MICE施設に係る整備基本計画を策定のうえ、
DBO方式により事業者を決定したことから、今後は、大型MICE施設の基
本設計に着手する必要があるが、大型MICE施設の基本設計に係る沖縄
振興特別推進交付金の交付決定については、国から「根拠ある需要収支
見込み」と「周辺受入環境整備の見通し」を指摘されている。

・大型MICE施設の基本設計に係る沖縄振興特別推進交付金の交付
決定を受けるため、国が課題とする「根拠ある需要収支見込み」と「周
辺受入環境整備の見通し」について、引き続き、根拠ある資料作成や
丁寧な説明を重ねる必要がある。

今後の取り組み方針

・国内外のMICE主催者、MICE関連事業者及び投資開発事業者等並びに国内の他の同規模施設等の調査協力を得ながら、引き続き、国が課題とす
る「根拠ある需要収支見込み」と「周辺受入環境整備の見通し」に係る資料作成と説明に努める。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

87,810 87,810 70,248 17,562 0 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は、公募型プロポーザル方式により企
業組織、実績、知識等を勘案した上で選定しており、
妥当であったと考えている。

○費目・使途については事業目的達成の観点から必
要なものなのか等について額の確定時において支出
等に関する書類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

87,810千円

沖縄県流域下水道管理者
30,559千円

野村総合研究所・
日建設計事務所共同企業体

51,834千円

事務費
5,417千円

下水道事業計画変更等業務

沖縄県大型ＭＩＣＥ施設整備運営
事業アドバイザリー業務

補償金
30,559千円

委託料
51,834千円



進
捗
状
況
説
明

・外国人観光客の案内表記に関する満足度は73.2％であり、成果目標の82%を達成出来なかったものの、整備箇所等の増加により満足度
は年々向上している。

・外国人観光客を含む観光客の利便性・満足度の向上については、外国人観光客と国内観光客の２つの指標があるが、両方において、基
準値の満足度を上回り、年々向上している。

－

実　績
0％

（0/80箇所）
110％

（88/80箇所）
177.5％

（142/80箇所）
－ －

【参考指標】
重点整備箇所整備率

目　標 －
87.5％

（70/80箇所）
100.0％

（80/80箇所）
－

－

実　績
95.6%

(21年度)
95.8% 97.9% － －

外国人を含む観光客の利便性・満足度の向
上
（沖縄旅行全体の満足度（国内））

目　標 － 95.6% 95.6% －

－

実　績 88.9% 93.4% 95.0% － －

71.7% 72.1% 73.2% － －

達
成
状
況
説
明

・平成28年度は、糸満市、宮古島市、南城市及び北中城村へ支援を行い、54基の案内版を整備した。

・繰越事業において、委員会により翻訳ルールの検討を諮り翻訳ルールを策定するとともに、翻訳や通訳に従事する職種を対象に相談会
や説明会を行い、同ルールの周知を行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（23年度）
27年度 28年度

外国人を含む観光客の利便性・満足度の向
上
（沖縄旅行全体の満足度（外国人））

目　標 － 88.9% 88.9%

29年度
目標値

（  年度）

外国人観光客の満足度（案内表記）
目　標 - 82% 82% - －

実　績

－

目　標 - - 翻訳ルールの策定 －

実　績 - -

【参考指標】
案内サイン整備数

目　標 ６箇所 ６箇所 ６箇所 -

実　績 14箇所 18箇所 54箇所

翻訳ルールの策定 －

予算の状況の説明

・平成28年度予算は、多言語観光案内サインの統一的な整備を図るため、市町村が整備する観光案内サインへの補助金
や多言語案内の統一ルールの策定に必要な委託料を計上したが、統一ルールの策定に関し、関係する基準の見直しが行
われることになったため、整合性を図る必要があり、次年度に繰り越すこととなった。

・最終的な執行率は96.3%であり、概ね計画的に執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

案内サイン整備支援市町村

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標 - - ２市 -

実　績 - - ３市１村 -

-

【参考指標】
沖縄県における多言語観光案内サイン翻訳
ルールの策定

執行率（％）(B/A) 80.2% － 52.6% 100.0% －

Ｃ．次年度繰越額 0 － 18,792 0 －

うち交付金充当額 25,422 － 20,067 15,029 0

0

Ｂ．執行済額 31,778 － 22,579 18,792 0

－ － － 18,792 －

Ａ．計(b+d) 39,615 － 42,947 18,792

(d)前年度繰越額

0

(c)増減額(b-a) ▲ 8,536 － ▲ 300 － 0

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 48,151 － 43,247 － 0

(b)予算現額 39,615

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

－ 42,947

事業内容
　外国人を含む観光客の利便性・満足度の向上を図るため、多言語観光案内サインの整備を促進するとともに、多言語表記における翻訳の統一化
を図る。

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　文化観光スポーツ部観光整備課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 28

効果発現年度  　 ■当年度　　　　　　□後年度（　　　年度）

H28-No.208

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

208 多言語観光案内サイン整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ウ

観光客の受入体制の整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（１）



○平成28年度（現年分）

○平成28年度（繰越分）

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は、一般競争入札により決定し、支出先の選定
方法は妥当であったと考える。

○費目、使途については、事業目的達成の観点から必要なも
のか等について、実績精算時に関係書類により確認、適切で
あった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-

0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

43,875 43,875 35,096 6,275 2,504 0

今後の取り組み方針

・外国人を含む観光客の利便性向上を図るため、多言語観光案内サインの整備にあたっては、統一した翻訳ルールを活用するよう市町村等への周知を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H28-No.208

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・多言語による観光案内サインについて、翻訳ルールを策定し、多言語観光
案内サイン表記の統一化を図っているが、観光案内サインの整備主体が市町
村や観光事業者など多岐に渡り、周知が行き届いていない。

・多言語観光案内サインの整備にあたっては、統一した翻訳ルールを活用する
よう市町村等に対し、さらに周知していく必要がある。

沖縄県

交付対象
事業費

18,792千円

委託費
18,792千円

株式会社オリエンタルコンサルタンツ

沖縄支社
18,792千円

多言語観光案内サイン調査検討業務委託

沖縄県

交付対象
事業費

25,083千円

需用費、旅費事務費
67千円

補助金
25,016千円

宮古島市
9,126千円

株式会社ネオ・プランニング
9,126千円

整備工事

糸満市
10,512千円

株式会社アートリンク
10,512千円 整備工事

南城市
2,030千円

北中城村
3,348千円

株式会社アートリンク
2,030千円

株式会社オリエンタル
コンサルタンツ沖縄支社

3,348千円

整備工事

整備工事



【H30成果目標】
年間利用者数（平成30年10月～平成31年３
月の６ヶ月間）

目　標
延べ

49,100人

H28-No.212

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

212 旭橋再開発地区観光支援施設設置事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（２）－ウ

観光客の受入体制の整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（１）

事業内容
　沖縄県国家戦略特別区域計画に基づき、旭橋都市再開発地区に観光案内所を整備することにより、観光客の利便性を確保し、満
足度の向上を図る。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　文化観光スポーツ部観光整備課
事業実施

（予定）年度
平成 27 ～ 29

効果発現年度  　 □当年度　　　　　　■後年度（平成30年度）

0

(c)増減額(b-a) 4,864 0 0 0 0

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 79,387 0 38,993 0 0

(b)予算現額 84,251

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

0 38,993

－

0

Ｂ．執行済額 79,050 4,950 24,751 12,079 0

4,950 － 14,230 －

Ａ．計(b+d) 84,251 4,950 38,993 14,230

(d)前年度繰越額

Ｃ．次年度繰越額 4,950 0 14,230 0 －

うち交付金充当額 59,549 3,960 19,801 9,663 0

内装設計完了
建物一部取得

達
成
状
況
説
明

・関連施設である那覇空港観光案内所について、平成29年度に、民間のノウハウを活用した機能強化の企画提案も含めた
観光案内業務委託を行うこととなったため、連携・役割分担の調整が必要となり、内装設計について繰り越すこととなった。

・繰り越しとなった内装設計については、関係機関との調整が済み、平成29年10月に完了した。

執行率（％）(B/A) 93.8% 100.0% 63.5% 84.9% －

建物工事進捗率

目　標 40%

予算の状況の説明

・平成28年度予算は、観光支援施設の内装設計に係る委託料や再開発事業で整備された保留床を取得
（出来高分）する予算を計上したものの、関係機関との調整に不測の日数を要したため、内装設計に係る委
託料及び保留床の取得（出来高分）については、次年度に繰り越すこととなった。

・最終的な執行率は94.5%であり、主に公有財産購入費の執行残が発生したことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

平成30年度供用開始に向けて観光支援施設
の整備を進める。建物費相当の一部の購入
と内装設計を行う

予算額・
執行額

【単位:千円】

0

目　標
内装設計完了
建物一部取得

実　績

進
捗
状
況
説
明

・内装設計については、平成29年６月に発注し、10月末に完了した。

・平成28年度（現年分）は、出来高相当分である25%の24,750千円の床代を支払い、平成29年６月には、当初計画していた建
物工事の進捗率が40%となったことから、繰り越し予算において、残り15%の14,230千円を支払った。

実　績 40%

【H30成果目標】
利用した観光客の評価（他者への紹介意向）

目　標 90%

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（－年度）
27年度 28年度 29年度

目標値
（30年度）

内装設計完了

目　標 設計完了

実　績 設計完了



H28-No.212

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・関連施設である那覇空港観光案内所について、平成29年度から民間
のノウハウを活用した機能強化の企画提案も含めた観光案内業務委託
を行うこととなったことから、本事業により旭橋都市再開発地区に設置す
る観光支援施設の運営方法についても、関係機関と調整が必要であ
る。

・観光支援施設の運営方法については、民間のノウハウ等も含め、
幅広く検討し、増加する観光客に対応できる受入体制を構築する必
要がある。

今後の取り組み方針

・工事の進捗管理を徹底し契約工期までに工事を完成させ、「沖縄観光情報センター」の共用開始日である平成30年10月1日に影響が出ないように
努めるとともに、同施設の運営方法を決定し、増加する観光客に対応できる受入体制を構築する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

36,830 36,830 29,464 7,366 0 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は、一般競争入札で選定しており、妥
当であったと考える。

○費目、使途については、事業目的達成の観点から
必要なものか等について、実績精算時に関係書類に
より確認、適切であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

-

沖縄県

交付対象
事業費

36,830千円

需用費事務費
1千円

公有財産購入費
31,680千円

委託料

5,149千円

旭橋都市再開発

株式会社

株式会社丹青社
旭橋再開発地区観光支援

施設内装展示設計業務



６社

【H30以降成果目標】
　雇用効果数

目標 90名程度

【H30以降成果目標】
　立地企業数

目標

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（○○年度）

賃貸工場６棟の設計完了

目　標 設計完了

進
捗
状
況
説
明

・賃貸工場６棟の設計を平成29年３月に完了した。

予算の状況の説明

・賃貸工場の整備において、企業のニーズを踏まえた計画を策定し、実施設計に反映させる方針であっった
が、これまでに整備した賃貸工場とは異なり、企業ニーズを満たすための仕様とするためには、床の耐荷
重、床のスラブ厚、床仕上げ等の仕様について追加検討が必要なことが判明し、仕様検討に不測の日数を
要した。それに伴い、設計業務の工程に遅れが生じ、工事の発注に遅れが生じたため、年度内に完了が困
難となった。
・工事の出来高に応じて執行したことでH28年度（繰越）の執行率は99.7%となっている。

26年度 27年度 28年度
目標値

(30年度以降)

実　績 設計完了

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

賃貸工場６棟の整備推進

目　標
・設計完了
・工事契約

実　績
・設計完了
・工事契約

達
成
状
況
説
明

・賃貸工場６棟の設計を平成29年３月に完了した。

・設計調整等に不足の日数を要したことで、工事請負費等を次年度に繰越すこととなったが、平成29年度に工事を契約し
た。

執行率（％）(B/A) #DIV/0! #DIV/0! 8.0% 99.7% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 0 0 717,962 0 0

うち交付金充当額 0 0 50,186 558,960 0

Ｂ．執行済額 0 0 62,733 715,643 0

0 781,613 0 0

Ａ．計(b+d) 0 0 781,613 717,962 0

(d)前年度繰越額 － － － 717,962 －

(a)当初予算額 0 0 781,613 0 0

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

(b)予算現額 0

事業内容
　国際物流拠点産業集積地域うるま・沖縄地区において、人・モノ・技術・投資を呼び込む高付加価値・高度部材産業の立地を促進
するため立地企業の初期投資の軽減や早期操業を支援するための賃貸工場を整備する。

効果発現年度  　 □当年度　　　　　■後年度（平成30年度以降）

　商工労働部企業立地推進課
事業実施

（予定）年度
平成 28 ～ 29

H28-No.160

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

160 国際物流拠点産業集積地域賃貸工場整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（４）－ア

臨空・臨海型産業の集積
による国際物流拠点の形成

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（３）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託業務、建築工事一式は一般競争入札の実施
であり、支出先及び額は適正である。

○費用・使途については、事業目的達成の観点から
必要なものなのか等について額の確定時において支
出等に関する書類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

―

0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

778,376 778,376 609,146 169,230 0 0

今後の取り組み方針

・更なる企業ニーズの把握に努め、新たな入居業種に対応したインセンティブ性の高い、企業集積を加速する整備計画を策定する。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

H28-No.160

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・沖縄県の企業誘致における課題として、関連産業の集積が少ないこと
や、島嶼性に起因する割高な物流コスト、分譲用地価格が高いこと等が
挙げられる。

・折衝企業のほか、企業誘致セミナー等におけるアンケートや、企業
訪問を通じたニーズを踏まえ、工場の規模やスペックなど、更なる誘
致のインセンティブ性の向上に向け検討を行う。

・賃貸工場（35～40号棟）の工事実施に
伴う土地使用料沖縄県

交付対象事業費
778,376千円

H28現年分
（62,733千円）

H28繰越分
（715,643千円）

（有）桜設計工房・（株）山口設
計・（有）アカナ設備設計　設計共
同体

国際物流拠点産業拠点集積地域賃貸
工場新築工事（35～40号棟）監理業務

（株）大洋土木コンサルタント 国際物流拠点産業集積地域賃貸工場
新築工事（35～40号棟）土質調査業務

23,006 千円 ・事業実施に伴い必要となる調査業務

旅費

398 千円

・賃貸工場（40号棟）の建築工事

国際物流拠点産業集積地域賃貸工場
新築工事（35号棟・建築）

国際物流拠点産業拠点集積地域賃貸
工場新築工事（35～40号棟）設計業務

・賃貸工場（35～40号棟）の建築・設備
図面作成等

・賃貸工場（35～40号棟）の工事監理
業務

・賃貸工場（35号棟）の建築工事

国際物流拠点産業集積地域賃貸工場
新築工事（40号棟・建築）

国際物流拠点産業集積地域賃貸工場
新築工事（39号棟・建築）

国際物流拠点産業集積地域賃貸工場
新築工事（38号棟・建築）

土地使用料

国際物流拠点産業集積地域賃貸工場
新築工事（37号棟・建築）

・賃貸工場（37号棟）の建築工事

・賃貸工場（38号棟）の建築工事

・賃貸工場（39号棟）の建築工事

国際物流拠点産業集積地域賃貸工場
新築工事（36号棟・建築）

・賃貸工場（36号棟）の建築工事

71,727 千円

千円

9,392

156,710

使用料及び賃借料
沖縄県中城港湾（新港地区）臨
海部土地造成事業特別会計

7,551 千円

千円

千円

（株）善太郎組・座波建設（株）
特定建設工事共同企業体

平安座総合開発（株）・アメリカン
エンジニアコーポレイション　特定
建設工事共同企業体

琉幸建設（株）

698,700

7,551 千円

千円

（株）丸善組・（株）シンコウハウ
ス工業　特定建設工事共同企業
体

千円

千円

（株）山口建設

工事請負費

委託料

千円39,329

120,140

122,400

119,800

91,570

88,080

（株）国建・（有）造家設計研究
室・（株）環境設計国建　設計共
同体

光南建設（株）・（有）丸清建設工
業　特定建設工事共同企業体

千円

千円



H28-No.97

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

97 災害に強い栽培施設の整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）－ア

亜熱帯性気候を生かした農
林水産業の振興

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

　Ⅲ－１－（６）

事業内容
　自然災害や気象変動に左右されず、安定した農作物を供給できる産地形成を図るため、強化型パイプハウス等災害に強い農産物
栽培施設の整備への支援を行う。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　農林水産部園芸振興課
事業実施

（予定）年度
平成 24 ～ 29

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（平成32年度）

0

(c)増減額(b-a) 0 0 635,782 0 0

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 1,146,420 0 1,218,963 0 0

(b)予算現額 1,146,420

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

0 1,854,745

0

Ｂ．執行済額 983,897 65,259 1,075,863 506,645 0

－ 66,623                   － 735,000 －

Ａ．計(b+d) 1,146,420 66,623                   1,854,745 735,000

(d)前年度繰越額

Ｃ．次年度繰越額 66,623 － 735,000 － 0

うち交付金充当額 787,096 52,207 860,690 405,316 0

達
成
状
況
説
明

・平成28年度は、概ね目標どおりの整備箇所数となったが、整備面積については、整備を予定していた地区において、導入
施設の見直しにより建設単価が上昇したことや施設導入を予定していた農家の辞退等による計画見直し等が生じたことか
ら、目標面積を約11.6ha下回った。

執行率（％）(B/A) 85.8% 98.0% 58.0% 68.9% #DIV/0!

【H32成果目標】
事業導入した施設の単位収量と園芸産地全
体の平均単位収量の増加量

目　標

予算の状況の説明

・平成28年度当初予算に加え、さらに、安定した農作物を供給できる産地形成を図るため、平成28年度の補
正予算において、強化型パイプハウス等災害に強い農産物栽培施設の整備に要する補助金を計上したも
のの、借入予定農地の地主の同意取得が難航等のため、翌年度に繰り越すこととなった。

・最終的な執行率は85.3%であり、主に補助金の執行残が発生したことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

災害に強い栽培施設の整備補助

予算額・
執行額

【単位:千円】

0

目　標 30箇所、28.6ha 17箇所、31ha 49箇所、45ha

実　績 35箇所、25.3ha 16箇所、21.7ha 47箇所、33.4ha

49箇所、45ha

実　績 － 21.7ha 47箇所、33.4ha

進
捗
状
況
説
明

・平成28年度は、33.4haの農用地において、野菜11.8ha、花き19.2ha、果樹2.4haの農業生産基盤が整備された。

・成果目標については約11.6ha下回ったが、面積が減少した理由は、整備を予定していた地区において、導入施設の見直し
により建設単価が上昇したことや施設導入を予定していた農家の辞退等による計画見直し等が生じたためである。

５％以上増

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値
（年度）

27年度 28年度 29年度
目標値

（32年度）

農業生産基盤が整備された農用地面積
（施設整備面積）

目　標 － 31ha



H28-No.97

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①実施主体と連携を密にするとともに、事業の進捗状況を把握し計画ど
おり実施する体制を整備する必要がある。

②事業主体に対する直接補助事業となっているため、産地育成に取り
組む市町村との連携強化に繋がりにくいことから、市町村の関与を強め
る体制に見直す必要がある。

①事業を円滑に進めるため、課内での推進体制の強化を図る。

②市町村を通じた間接補助事業とし、市町村の関与を強化することで
産地育成につなげる。

今後の取り組み方針

①事業を円滑に進めるための推進体制が構築できるよう、事業の進捗状況をまとめ定期的に供覧し、業務の繁閑をみて随時担当者間で調整を行
う。

②事業実施主体と産地育成に取り組む市町村の連携を強化することで、野菜等の生産量又は品質の向上を図っていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

2,141,575 1,582,508 1,266,006 316,502 0 0 559,067

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○交付要綱、実施要領、事業計画等を精査した上で
実施地区を選定しており、妥当であったと考えてい
る。

○補助金については、額の確定時において、事業目
的達成の観点から現場確認及び支出等に関する書
類により確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

共済費、報酬、需用費、旅費、

役務費、使用料及び賃借料

沖縄県花卉園芸
農業協同組合

447,015千円（16地区）

沖縄県農業協同組合
1,061,797千円（28地区）

交付対象外経費
559,067千円

事務費

6,152千円

ハウス等施設整備
に係る経費の補助

ハウス等施設整備
に係る経費の補助

ハウス等施設整備
に係る経費の補助

今帰仁村 67,544千円（3地区）

沖縄県

交付対象
事業費

1,582,508千円

補助金

1,576,356千円

東村 28,242千円（1地区）
今帰仁村 103,840千円（3地区）
名護市 164,360千円（5地区）
恩納村 45,200千円（2地区）
伊江村 30,400千円（1地区）
うるま市 116,595千円（5地区）
中城村 32,800千円（1地区）
西原町 23,840千円（1地区）
糸満市 33,216千円（1地区）
南城市 160,512千円（3地区）
八重瀬町 148,392千円（3地区）
宮古島市 174,400千円（2地区）

今帰仁村 93,552千円（4地区）
本部町 12,400千円（1地区）
恩納村 43,679千円（3地区）
伊江村 92,584千円（3地区）
うるま市 53,280千円（1地区）
糸満市 98,656千円（2地区）
久米島町 52,864千円（2地区）



【H35成果目標】
事業で整備した受益農家（果樹）の生産量

目　標 ５%以上増加

進
捗
状
況
説
明

・対象園芸品目の生産量について、４産地（今帰仁村マンゴー、糸満市マンゴー、名護市トマト、豊見城市トマト）において増
産となり、目標値である５地区に届かなかったものの、概ね達成することができた。

５%以上増加成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標） 基準値 27年度 28年度 29年度
目標値

（33・35年度）

対象園芸品目の生産量または10aあたりの
生産量向上

目　標 － ３産地 ５産地 －

実　績 － ５産地 ４産地 －

【H33成果目標】
事業で整備した受益農家（野菜、花き）の生
産量

目　標

予算の状況の説明

・平成28年度当初予算に加え、さらに、産地力の強化及びおきなわブランドを確立するため、平成28年度の
補正予算において、機械整備に要する補助金等を計上したものの、地元市町村からの要望を踏まえ、整備
計画を見直すこととなったため、翌年度に繰り越すこととなった。

・最終的な執行率は97.0%であり、概ね計画的に執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

生産条件（機械整備）整備のための支援

予算額・
執行額

【単位:千円】

0

３産地目　標 ５産地

実　績 ５産地 11産地

達
成
状
況
説
明

・平成28年度中に６産地の整備が完了し、繰り越した５産地についても、平成29年度中に整備が完了し、合計11産地の整備
を支援することができた。

執行率（％）(B/A) 68.3% #DIV/0! 46.3% 95.6% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 0 0 79,932 0 0

うち交付金充当額 16,779 0 55,848 61,104 0

0

Ｂ．執行済額 20,973 0 69,810 76,380 0

－ － － 79,932 －

Ａ．計(b+d) 30,725 0 150,705 79,932

(d)前年度繰越額

0

(c)増減額(b-a) 0 0 79,960 0 0

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 30,725 0 70,745 0 0

(b)予算現額 30,725

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

0 150,705

事業内容
　園芸作物産地に対し、産地力の強化及びおきなわブランドを確立するため、生産拡大に向けて産地の課題解決に必要な選別機、
運搬機等機械設備の整備に対する支援を行う。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　農林水産部園芸振興課
事業実施

（予定）年度
平成 27 ～ 29

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（平成33年度及び平成35年度）

H28-No.98

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

98 園芸ブランド機械整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－(７)－ア

おきなわブランドの確立と生産供給体制の整備

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（６）



受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

51,128197,318 146,190 116,952 29,238 0 0

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○交付要綱、実施要領、事業計画等を精査した上で
実施地区を選定しており、妥当であったと考えてい
る。

○補助金については、額の確定時において、事業目
的達成の観点から現場確認及び支出等に関する書
類により確認し、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○

今後の取り組み方針

・園芸作物の生産拡大に向けて、一部作業においては機械化が必要なため、市町村との連携を強化した取り組みによって早期執行を図り、栽培体
系を考慮した機械整備に努める。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

H28-No.98

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・複数の市町村にまたがる広域地区への機械の導入の際は、市町村を
通さず事業を実施したため、ブランド産地育成を目的とした市町村との
連携強化が図られなかった。市町村は、産地の関係機関から構成され
る「産地協議会」においてリーダー的役割を有しているため、産地育成
に取り組む際は市町村との連携強化が重要である。

・事業の早期執行に向けて、これまでより一層、スピード感のある取り
組みを行うとともに、広域地区への機械導入の際は、事業計画を関
係市町村と共有する取組を強化していく。

補助金 糸満市 国翔果樹生産組合

146,076千円 10,800千円 10,800千円

交付対象外経費 交付対象外経費

(3,780千円) (3,780千円)

今帰仁村 今帰仁第１マンゴー生産組合

12,400千円 12,400千円

交付対象外経費 交付対象外経費

(4,340千円) (4,340千円)

読谷村 沖縄県農業協同組合

4,864千円 4,864千円

交付対象外経費 交付対象外経費

(1,702千円) (1,702千円)

南風原町 沖縄県農業協同組合

1,820千円 1,820千円

交付対象外経費 交付対象外経費

(637千円) (637千円)

（株）サザンプラント

21,052千円

交付対象外経費

(7,368千円)

大宜味村 大宜味マンゴー生産組合

12,695千円 12,695千円

交付対象外経費 交付対象外経費

(4,444千円) (4,444千円)

沖縄県農業協同組合
82,445千円

交付対象外経費

(28,857千円)

需用費

104千円

使用料および賃借料 高速代

10千円

消耗品費、燃料費、印刷
製本費

→

沖縄県

交付対象事業費

146,190千円

→

→

→ →

→ →

→ →

→ →

→



H28-No.274

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

274 家畜輸送体制確保対策事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）－ア

おきなわブランドの確立と生
産供給体制の整備

担当部課名 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（６）
平成28年度

事業内容
　現在使用している家畜輸送船が廃船となることから、それ以降の家畜の輸送体制を確保するため、既存の箱型船の改造費用を支
援する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　農林水産部畜産課
事業実施

（予定）年度

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（平成30年度以降）

(c)増減額(b-a) 0 0 198,720 0 0

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 0 0 0 0 0

(b)予算現額 0

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

0 198,720

0

Ｂ．執行済額 0 0 0 198,720 0

－ － － 198,720 －

Ａ．計(b+d) 0 0 198,720 198,720

(d)前年度繰越額

Ｃ．次年度繰越額 0 0 198,720 0 0

うち交付金充当額 0 0 0 158,976 0

箱型船｢かりゆし｣の
換気や暑熱対策を施
した改造の実施

達
成
状
況
説
明

・改造前の検船で耐久性の観点から当初の図面通りの改造ができない事が判明したため、翌年度に繰り越すこととなった
が、平成29年度において、完了するこができた。

執行率（％）(B/A) #DIV/0! #DIV/0! 0.0% 100.0% #DIV/0!

安定的な家畜輸
送体制の確保

【H30以降の成果目標】
改造船での家畜輸送死亡事故頭数

目　標

予算の状況の説明

・家畜の輸送体制を確保するため、平成28年度の補正予算において、既存の箱型船の改修費用を支援す
る補助金を計上したものの、改造前の検船で耐久性の観点から当初の図面通りの改造ができない事が判
明したため、翌年度に繰り越すこととなった。

・最終的な執行率は100%であり、計画的に執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

箱箱型船｢かりゆし｣の換気や暑熱対策を施
した改造の実施

予算額・
執行額

【単位:千円】

目　標
箱型船｢かりゆし｣の
換気や暑熱対策を施
した改造の実施

実　績

０頭

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（－年度）
27年度 28年度 29年度 目標値

（30年度以降）

安定的な家畜輸送体制の確保

目　標
安定的な家畜輸
送体制の確保

実　績

進
捗
状
況
説
明

・換気や暑熱対策を行うために必要な費用を補助することで、肉用牛の海上輸送事故が無く、購買者が安心して宮古・八重
山地域で取引される肉用牛を購入できる状況を維持し、安定的な家畜輸送体制を確保することができた。



取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・安定的な家畜輸送体制を維持するためには、関係者間による情報共
有や検討が必要である。

・関係者間で構成される家畜海上輸送協議会において、情報共有や
安定的な家畜輸送体制に必要な対策等を検討する。

198,720 158,976 39,744 0 0

H28-No.274

今後の取り組み方針

・家畜海上輸送協議会で安定的な家畜輸送を行うための検討を実施し、家畜輸送事故が起こらないよう取り組んで行く。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

49,680

○受益者である家畜海上輸送協議会は総事業費の
２割を負担しており事業内容から判断しても妥当で
あった。

○費目・使途については事業目的達成の観点から必
要なものなのか等について額の確定時において支出
等に関する書類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

248,400

沖縄県

交付対象事業費

198,720千円

補助金

198,720千円

家畜海上輸送協議会

198,720千円

事業主体負担分
交付対象外経費 49,680千

円



事業内容
　県内食鳥処理施設の再編を行い、新たに施設を整備し、県産鶏肉の衛生管理・品質管理の高度化に取り組む事業実施主体（市町
村）を支援する。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　農林水産部畜産課
事業実施

（予定）年度
平成 28 ～

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（平成35年度）

H28-No.51

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

51 食鳥処理施設整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）－ウ

農林水産物の安全・安心の
確立

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（６）
29

0

(c)増減額(b-a) 0 0 1,441,332 0 0

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 0 0 0 0 0

(b)予算現額 0

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

0 1,441,332

－ － － 1,435,209 －

Ａ．計(b+d) 0 0 1,441,332 1,435,209

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 0 0 4,899 1,141,677 0

0

Ｂ．執行済額 0 0 6,123 1,427,097 0

執行率（％）(B/A) #DIV/0! #DIV/0! 0.4% 99.4% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 0 0 1,435,209 0 0

予算の状況の説明

・県内食鳥処理施設の再編を行い、新たに施設を整備するため、平成28年度の補正予算において、名護市
への補助金を計上したものの、残土処理の搬出に不測の日数を要したことに伴い、建築工事の作業着手に
遅れが生じ、年度内の執行が困難となったことから、翌年度に繰り越すこととなった。

・最終的な執行率は99.4%であり、概ね計画的に執行できた。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）
達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

食鳥処理施設整備
①用地造成
②実施設計
③建屋工事着工
④施設工事着工
⑤生産機械発注

予算額・
執行額

【単位:千円】

0

目　標

用地造成、実施設
計、建屋・施設工
事着工、生産機械
発注

実　績
生産機械製造及
び土木工事等の
完了

達
成
状
況
説
明

・残土処理の搬出に不測の日数を要したことに伴い、建築工事の作業着手に遅れが生じ、年度内の執行が困難となったこと
から、生産機械の製造及び土木工事のみとなった。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（－年度）
27年度 28年度 29年度

実施設計業務の完了

目　標

進
捗
状
況
説
明

・実施設計業務については、滞りなく完了することができた。

17,000羽/日

目標値
（35年度）

【H35成果目標】
出荷製品からの食中毒等発生

目　標 ０件

実施設計
の完了

実　績
実施設計
の完了

【H35成果目標】
食鳥処理数

目　標



H28-No.51

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・実施期間内の施設竣工には、事業主体である名護市の計画的な事業
遂行が必要である。

・事業主体である名護市と密に連携を図り、計画的な事業執行に努め
る必要がある。

今後の取り組み方針

・施設整備に向けて関係機関と連携を図り、平成31年３月までの竣工に向けて事業の進捗管理を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

沖縄県
交付対象事業費
1,433,220千円

補助金
1,433,220千円

名護市
1,443,220千円

159,2471,592,467 1,433,220 1,146,576 286,644 0 0

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

事業主体負担分
（交付対象外経費）

159,247千円

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。

○受益者である名護市は総事業費の１割を負担して
おり事業内容から判断しても妥当であった。

○費目・使途については事業目的達成の観点から必
要なものなのか等について額の確定時において支出
等に関する書類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。



H28-No.84

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

84 おきなわ産ミーバイ養殖推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）－オ

農林水産技術の開発と普及

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（６）

事業内容
　養殖ハタ類の持続可能な発展を見据えた生産体制を強化するため、産卵誘発技術や低コスト給餌技術の開発等の各種試験研究を
実施する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　農林水産部農林水産総務課
　（水産海洋技術センター石垣支所）

事業実施
（予定）年度

平成 27 ～ 31

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（平成31年度）

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 38,440 0 310,128 0

(b)予算現額 38,440

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

0 310,128

－ － － 289,503 －

Ａ．計(b+d) 38,440 0 310,128 289,503

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 28,716 0 15,869 218,901

0

Ｂ．執行済額 35,895 0 19,837 273,626

執行率（％）(B/A) 93.4% - 6.4% 94.5% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 0 0 289,503 0 0

予算の状況の説明

・平成28年度当初予算は、試験研究業務に必要な水槽施設の新設に係る委託料、工事請負費等を計上した
ため、前年度予算から大きく増加しているものの、水槽工事は入札不落、入札不調となり、工事の適正工期の
確保が困難となったため、翌年度に繰り越すこととなった。
・最終的な執行率は94.6%であり、主に工事請負費の執行残が発生したことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）
達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

自発給餌システムの開発
①試作機の改良と稼働試験の実施
②自発摂餌特性値の把握
（飼料コスト削減に向けた適正給餌技術の開発）

予算額・
執行額

【単位:千円】

0

目　標
試作機作製と稼働
試験の実施　２件

試作機作製と稼働
試験の実施　２件

実　績
試作機作製と稼働
試験の実施　２件

試作機作製と稼働
試験の実施　２件

親魚水槽の新設工事の実施
（新規養殖対象ハタ類の産卵誘発技術の開発）

目　標
工事の実施
作業数　１件

工事の実施
作業数　１件

実　績
工事の完了
作業数　１件

モイストペレット飼料の検討
①飼料別給餌試験の実施（陸上試験区）
②ＭＰ製造装置（備品）の整備
（飼料コスト削減に向けた適正給餌技術の開発）

目　標
原料と至適配合組

成の選定　１件
原料と至適配合組

成の選定　２件

実　績
原料と至適配合組

成の選定　１件
原料と至適配合組

成の選定　２件

工事の完了
作業数　１件

達
成
状
況
説
明

【産卵誘発技術】①タマカイの産卵誘発技術開発に必要な親魚用水槽の新設工事が完了した。
【適正給餌技術】①Ｈ２７年度に試作した自発給餌システムの改良と安定稼働試験（陸上）を行った。②飼料別（試作ＭＰ・市販
ＭＰ・マダイ用ＥＰ飼料）の給餌試験（陸上試験区）を行い、試作ＭＰ飼料の養殖特性を把握した。③県内水産関係機関（県水
産課・県栽培漁業センター・石垣市水産課）や八重山漁協ヤイトハタ生産部会および養魚飼料製造業者（沖縄県飼料協業組
合・有限会社協同化工）に対して、試験研究結果報告会を開催し、見込まれる成果の普及方法や今後の研究内容について意
見交換を行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標） 基準値 27年度 28年度

【適正給餌技術】
研究実績報告書
（モイストペレット飼料の検討）

目　標 １件 １件

29年度
目標値

（31年度）

【適正給餌技術】
研究実績報告書
（自発給餌システムの開発）

目　標 １件 １件

実　績

実　績 １件 １件

１件 １件

進
捗
状
況
説
明

【産卵誘発技術】親魚水槽の新設を完了し、当初の目標を達成した。
【適正給餌技術】
・成果目標とした研究実績報告書を作成し、各課題の研究実績報告と進捗状況の説明を所内会議で行った。
・自発給餌システムの開発では、試作システムの改良と安定稼働試験を陸上水槽で実施し、長期の飼育データを得た。
・自発摂餌特性の把握に必要な小型試験魚の配付が遅れ、一部の実験を実施できなかった。
・安価な県産魚粉と水産加工残さとして安定した供給の見込めるソデイカ不可食部（鰭）を1:1で配合した試作ＭＰ飼料を設計し
た。
・試作モイストペレット（ＭＰ）飼料を給餌することでヤイトハタの成長を従来飼料（マダイ用ＥＰ飼料）の約2倍に改善できる可能
性が示された。
・試作ＭＰと市販ＭＰはほぼ同等の飼育成績であったことから、養魚飼料としての県産魚粉の有効性が示された。

200万粒/年
以上

【H31成果目標】
タマイカイ受精卵の確保

目　標

【産卵誘発技術】
親魚水槽の新設
（新規養殖対象ハタ類の産卵誘発技術の開発）

目　標 １件 １件

実　績 １件 １件



H28-No.84

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

【産卵誘発技術】
　新設した水槽施設を用いて、タマカイ親魚の養成飼育と産卵誘発技術
の開発に取り組むが、大規模な水槽施設（容量500㎘、水深5m）を用いた
親魚養成は初めての試みであり、産卵誘発についても未だ技術的に不安
定である。

【適正給餌技術】
　養魚用配合飼料の主な原料である輸入魚粉の国際的取引価格は、や
や減少しつつあるものの、引き続き150円／kg以上の高値で取引されてい
るほか、県内の小型カツオ一本釣り漁業が混獲するキハダ当歳魚（1歳
魚）の水揚量も減少しており、安価な生餌原料の供給不足を解消する必
要がある。また、当該飼料で飼育した生産物の品質の評価を行っていな
いため、今後検証する必要がある。

【産卵誘発技術】
　新水槽竣工後は、タマカイ親魚の養成飼育と産卵誘発技術の開発に
取り組むが、大規模な水槽施設（容量500㎘、水深5m）を用いた親魚養
成は、初めての試みであり、特に収容個体数、性比等産卵に適した親
魚群構成について検討する。

【適正給餌技術】
　県産原料主体の養魚飼料を用いることで従来飼料に比べて著しく高
い養殖成績を、より少ない飼料コストで達成できる見込みが得られた。
しかし、当該飼料で飼育した生産物の品質についての検証はまだ行っ
ていないため、生産物の成分分分析を実施することで評価を行い、引
き続き実証試験を含めた検証によって、その有用性を明らかにする必
要がある。また、本事業成果の技術普及に向けて、原料となる生餌や
魚粉の供給源確保に向けた体制作りを行う。

今後の取り組み方針

【産卵誘発技術】
　大規模な水槽施設を用いた親魚養成・産卵は、初めての試みであり、特に産卵に適した親魚群構成について、他の水産研究機関の研究事例等情報
収集して今後、十分に検討する。

【適正給餌技術】
　給餌試験の結果得られた養殖特性値や生産物の品質等に関する情報は、漁業者を含む関係者に対して迅速な情報共有を図り、実用化に向けた調
整を行う。また、キハダ当歳魚やソデイカ不可食部以外の漁獲投棄物（または未利用の混獲物）を引き続き探索し、安価な生餌原料の確保に向けた情
報収集を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

293,463 293,463 234,770 58,693 0 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○備品購入費について、購入業者は指名競争入札に
より決定した。

○工事に関しては、監理業務委託は、設計を行った業
者と随意契約を行い、工事請負費については、一般競
争入札及び指名競争入札により選定しており、妥当と
考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

293,463千円 委託料

4,068千円

（株）信用組

242,320千円

報酬・共済費

5,533千円

旅費・需用費・役務費

6,939千円

備品購入費

7,884千円

試験研究に必要な非常勤職員の報酬 4,827千円

非常勤職員の社会保険料 706千円

試験研究等に必要な旅費 565千円

消耗品費・飼料費等 6,245千円

役務費（通信運搬費） 129千円

研究用備品（モイストペレット製造装置）

水産海洋技術センター石垣支所

水槽改築工事監理業務

水産海洋技術センター石垣支所水

槽改築工事（建築）

（有）東洋工業

26,719千円

水産海洋技術センター石垣支所水

槽改築工事（設備）

工事請負費

269,039千円

野原建築設計事務所

4,068千円

太平洋貿易（株）

7,884千円

沖縄県

交付対象
事業費

293,463千円 委託料

4,068千円

（株）信用組

242,320千円

報酬・共済費

5,533千円

旅費・需用費・役務費

6,939千円

備品購入費

7,884千円

試験研究に必要な非常勤職員の報酬 4,827千円

非常勤職員の社会保険料 706千円

試験研究等に必要な旅費 565千円

消耗品費・飼料費等 6,245千円

役務費（通信運搬費） 129千円

研究用備品（モイストペレット製造装置）

水産海洋技術センター石垣支所

水槽改築工事監理業務

水産海洋技術センター石垣支所水

槽改築工事（建築）

（有）東洋工業

26,719千円

水産海洋技術センター石垣支所水

槽改築工事（設備）

工事請負費

269,039千円

野原建築設計事務所

4,068千円

太平洋貿易（株）

7,884千円

沖縄県

交付対象
事業費

293,463千円 委託料

4,068千円

（株）信用組

242,320千円

報酬・共済費

5,533千円

旅費・需用費・役務費

6,939千円

備品購入費

7,884千円

試験研究に必要な非常勤職員の報酬 4,827千円

非常勤職員の社会保険料 706千円

試験研究等に必要な旅費 565千円

消耗品費・飼料費等 6,245千円

役務費（通信運搬費） 129千円

研究用備品（モイストペレット製造装置）

水産海洋技術センター石垣支所

水槽改築工事監理業務

水産海洋技術センター石垣支所水

槽改築工事（建築）

（有）東洋工業

26,719千円

水産海洋技術センター石垣支所水

槽改築工事（設備）

工事請負費

269,039千円

野原建築設計事務所

4,068千円

太平洋貿易（株）

7,884千円

沖縄県

交付対象
事業費

293,463千円 委託料

4,068千円

（株）信用組

242,320千円

報酬・共済費

5,533千円

旅費・需用費・役務費

6,939千円

備品購入費

7,884千円

試験研究に必要な非常勤職員の報酬 4,827千円

非常勤職員の社会保険料 706千円

試験研究等に必要な旅費 565千円

消耗品費・飼料費等 6,245千円

役務費（通信運搬費） 129千円

研究用備品（モイストペレット製造装置）

水産海洋技術センター石垣支所

水槽改築工事監理業務

水産海洋技術センター石垣支所水

槽改築工事（建築）

（有）東洋工業

26,719千円

水産海洋技術センター石垣支所水

槽改築工事（設備）

工事請負費

269,039千円

野原建築設計事務所

4,068千円

太平洋貿易（株）

7,884千円
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平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

84 おきなわ産ミーバイ養殖推進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（７）－オ

農林水産技術の開発と普及

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－１－（６）

事業内容
　養殖ハタ類の持続可能な発展を見据えた生産体制を強化するため、産卵誘発技術や低コスト給餌技術の開発等の各種試験研究を
実施する。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　農林水産部農林水産総務課
　（水産海洋技術センター石垣支所）

事業実施
（予定）年度

平成 27 ～ 31

効果発現年度 　　□当年度　　　　　■後年度（平成31年度）

(c)増減額(b-a) 0 0 0 0 0

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 38,440 0 310,128 0

(b)予算現額 38,440

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

0 310,128

－ － － 289,503 －

Ａ．計(b+d) 38,440 0 310,128 289,503

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 28,716 0 15,869 218,901

0

Ｂ．執行済額 35,895 0 19,837 273,626

執行率（％）(B/A) 93.4% - 6.4% 94.5% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 0 0 289,503 0 0

予算の状況の説明

・平成28年度当初予算は、試験研究業務に必要な水槽施設の新設に係る委託料、工事請負費等を計上した
ため、前年度予算から大きく増加しているものの、水槽工事は入札不落、入札不調となり、工事の適正工期の
確保が困難となったため、翌年度に繰り越すこととなった。
・最終的な執行率は94.6%であり、主に工事請負費の執行残が発生したことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）
達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

自発給餌システムの開発
①試作機の改良と稼働試験の実施
②自発摂餌特性値の把握
（飼料コスト削減に向けた適正給餌技術の開発）

予算額・
執行額

【単位:千円】

0

目　標
試作機作製と稼働
試験の実施　２件

試作機作製と稼働
試験の実施　２件

実　績
試作機作製と稼働
試験の実施　２件

試作機作製と稼働
試験の実施　２件

親魚水槽の新設工事の実施
（新規養殖対象ハタ類の産卵誘発技術の開発）

目　標
工事の実施
作業数　１件

工事の実施
作業数　１件

実　績
工事の完了
作業数　１件

モイストペレット飼料の検討
①飼料別給餌試験の実施（陸上試験区）
②ＭＰ製造装置（備品）の整備
（飼料コスト削減に向けた適正給餌技術の開発）

目　標
原料と至適配合組

成の選定　１件
原料と至適配合組

成の選定　２件

実　績
原料と至適配合組

成の選定　１件
原料と至適配合組

成の選定　２件

工事の完了
作業数　１件

達
成
状
況
説
明

【産卵誘発技術】①タマカイの産卵誘発技術開発に必要な親魚用水槽の新設工事が完了した。
【適正給餌技術】①Ｈ２７年度に試作した自発給餌システムの改良と安定稼働試験（陸上）を行った。②飼料別（試作ＭＰ・市販
ＭＰ・マダイ用ＥＰ飼料）の給餌試験（陸上試験区）を行い、試作ＭＰ飼料の養殖特性を把握した。③県内水産関係機関（県水
産課・県栽培漁業センター・石垣市水産課）や八重山漁協ヤイトハタ生産部会および養魚飼料製造業者（沖縄県飼料協業組
合・有限会社協同化工）に対して、試験研究結果報告会を開催し、見込まれる成果の普及方法や今後の研究内容について意
見交換を行った。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標） 基準値 27年度 28年度

【適正給餌技術】
研究実績報告書
（モイストペレット飼料の検討）

目　標 １件 １件

29年度
目標値

（31年度）

【適正給餌技術】
研究実績報告書
（自発給餌システムの開発）

目　標 １件 １件

実　績

実　績 １件 １件

１件 １件

進
捗
状
況
説
明

【産卵誘発技術】親魚水槽の新設を完了し、当初の目標を達成した。
【適正給餌技術】
・成果目標とした研究実績報告書を作成し、各課題の研究実績報告と進捗状況の説明を所内会議で行った。
・自発給餌システムの開発では、試作システムの改良と安定稼働試験を陸上水槽で実施し、長期の飼育データを得た。
・自発摂餌特性の把握に必要な小型試験魚の配付が遅れ、一部の実験を実施できなかった。
・安価な県産魚粉と水産加工残さとして安定した供給の見込めるソデイカ不可食部（鰭）を1:1で配合した試作ＭＰ飼料を設計し
た。
・試作モイストペレット（ＭＰ）飼料を給餌することでヤイトハタの成長を従来飼料（マダイ用ＥＰ飼料）の約2倍に改善できる可能
性が示された。
・試作ＭＰと市販ＭＰはほぼ同等の飼育成績であったことから、養魚飼料としての県産魚粉の有効性が示された。

200万粒/年
以上

【H31成果目標】
タマイカイ受精卵の確保

目　標

【産卵誘発技術】
親魚水槽の新設
（新規養殖対象ハタ類の産卵誘発技術の開発）

目　標 １件 １件

実　績 １件 １件
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取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

【産卵誘発技術】
　新設した水槽施設を用いて、タマカイ親魚の養成飼育と産卵誘発技術
の開発に取り組むが、大規模な水槽施設（容量500㎘、水深5m）を用いた
親魚養成は初めての試みであり、産卵誘発についても未だ技術的に不安
定である。

【適正給餌技術】
　養魚用配合飼料の主な原料である輸入魚粉の国際的取引価格は、や
や減少しつつあるものの、引き続き150円／kg以上の高値で取引されてい
るほか、県内の小型カツオ一本釣り漁業が混獲するキハダ当歳魚（1歳
魚）の水揚量も減少しており、安価な生餌原料の供給不足を解消する必
要がある。また、当該飼料で飼育した生産物の品質の評価を行っていな
いため、今後検証する必要がある。

【産卵誘発技術】
　新水槽竣工後は、タマカイ親魚の養成飼育と産卵誘発技術の開発に
取り組むが、大規模な水槽施設（容量500㎘、水深5m）を用いた親魚養
成は、初めての試みであり、特に収容個体数、性比等産卵に適した親
魚群構成について検討する。

【適正給餌技術】
　県産原料主体の養魚飼料を用いることで従来飼料に比べて著しく高
い養殖成績を、より少ない飼料コストで達成できる見込みが得られた。
しかし、当該飼料で飼育した生産物の品質についての検証はまだ行っ
ていないため、生産物の成分分分析を実施することで評価を行い、引
き続き実証試験を含めた検証によって、その有用性を明らかにする必
要がある。また、本事業成果の技術普及に向けて、原料となる生餌や
魚粉の供給源確保に向けた体制作りを行う。

今後の取り組み方針

【産卵誘発技術】
　大規模な水槽施設を用いた親魚養成・産卵は、初めての試みであり、特に産卵に適した親魚群構成について、他の水産研究機関の研究事例等情報
収集して今後、十分に検討する。

【適正給餌技術】
　給餌試験の結果得られた養殖特性値や生産物の品質等に関する情報は、漁業者を含む関係者に対して迅速な情報共有を図り、実用化に向けた調
整を行う。また、キハダ当歳魚やソデイカ不可食部以外の漁獲投棄物（または未利用の混獲物）を引き続き探索し、安価な生餌原料の確保に向けた情
報収集を行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

293,463 293,463 234,770 58,693 0 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○備品購入費について、購入業者は指名競争入札に
より決定した。

○工事に関しては、監理業務委託は、設計を行った業
者と随意契約を行い、工事請負費については、一般競
争入札及び指名競争入札により選定しており、妥当と
考えている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

293,463千円 委託料

4,068千円

（株）信用組

242,320千円

報酬・共済費

5,533千円

旅費・需用費・役務費

6,939千円

備品購入費

7,884千円

試験研究に必要な非常勤職員の報酬 4,827千円

非常勤職員の社会保険料 706千円

試験研究等に必要な旅費 565千円

消耗品費・飼料費等 6,245千円

役務費（通信運搬費） 129千円

研究用備品（モイストペレット製造装置）

水産海洋技術センター石垣支所

水槽改築工事監理業務

水産海洋技術センター石垣支所水

槽改築工事（建築）

（有）東洋工業

26,719千円

水産海洋技術センター石垣支所水

槽改築工事（設備）

工事請負費

269,039千円

野原建築設計事務所

4,068千円

太平洋貿易（株）

7,884千円

沖縄県

交付対象
事業費

293,463千円 委託料

4,068千円

（株）信用組

242,320千円

報酬・共済費

5,533千円

旅費・需用費・役務費

6,939千円

備品購入費

7,884千円

試験研究に必要な非常勤職員の報酬 4,827千円

非常勤職員の社会保険料 706千円

試験研究等に必要な旅費 565千円

消耗品費・飼料費等 6,245千円

役務費（通信運搬費） 129千円

研究用備品（モイストペレット製造装置）

水産海洋技術センター石垣支所

水槽改築工事監理業務

水産海洋技術センター石垣支所水

槽改築工事（建築）

（有）東洋工業

26,719千円

水産海洋技術センター石垣支所水

槽改築工事（設備）

工事請負費

269,039千円

野原建築設計事務所

4,068千円

太平洋貿易（株）

7,884千円

沖縄県

交付対象
事業費

293,463千円 委託料

4,068千円

（株）信用組

242,320千円

報酬・共済費

5,533千円

旅費・需用費・役務費

6,939千円

備品購入費

7,884千円

試験研究に必要な非常勤職員の報酬 4,827千円

非常勤職員の社会保険料 706千円

試験研究等に必要な旅費 565千円

消耗品費・飼料費等 6,245千円

役務費（通信運搬費） 129千円

研究用備品（モイストペレット製造装置）

水産海洋技術センター石垣支所

水槽改築工事監理業務

水産海洋技術センター石垣支所水

槽改築工事（建築）

（有）東洋工業

26,719千円

水産海洋技術センター石垣支所水

槽改築工事（設備）

工事請負費

269,039千円

野原建築設計事務所

4,068千円

太平洋貿易（株）

7,884千円

沖縄県

交付対象
事業費

293,463千円 委託料

4,068千円

（株）信用組

242,320千円

報酬・共済費

5,533千円

旅費・需用費・役務費

6,939千円

備品購入費

7,884千円

試験研究に必要な非常勤職員の報酬 4,827千円

非常勤職員の社会保険料 706千円

試験研究等に必要な旅費 565千円

消耗品費・飼料費等 6,245千円

役務費（通信運搬費） 129千円

研究用備品（モイストペレット製造装置）

水産海洋技術センター石垣支所

水槽改築工事監理業務

水産海洋技術センター石垣支所水

槽改築工事（建築）

（有）東洋工業

26,719千円

水産海洋技術センター石垣支所水

槽改築工事（設備）

工事請負費

269,039千円

野原建築設計事務所

4,068千円

太平洋貿易（株）

7,884千円



H28-No.16

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

16 超高速ブロードバンド環境整備促進事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（11）－イ

担当部課名 　企画部総合情報政策課
事業実施

（予定）年度
平成

生活環境基盤の整備及び教育・医療・
福祉における住民サービスの向上

28 ～ 32 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－６、Ⅲ－９、Ⅲ－11－（２）

事業内容
　ＩＣＴ利用による利便性を全県的に等しく享受するための環境づくりのため、通信事業者による自主整備が困難である地域を対象に超高速ブ
ロードバンド環境の整備を行う。

効果発現年度  　 □当年度　　　　　■後年度　（平成33年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　■委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

27年度 27年度(繰越) 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 0 － 622,321 － －

(b)予算現額 0 － 1,296,334 － －

(c)増減額(b-a) 0 － 674,013 － －

(d)前年度繰越額 － － － 713,087 －

Ａ．計(b+d) 0 － 1,296,334 713,087 －

Ｂ．執行済額 0 － 583,214 713,081 －

うち交付金充当額 0 － 466,572 570,464 －

Ｃ．次年度繰越額 0 － 713,087 0 －

執行率（％）(B/A) － － 45.0% 100.0% －

予算の状況の説明 ・一部の整備対象町村の設計、施工の遅れに伴い、補助金を繰越し、H29年度において事業を完了した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

25年度 26年度 27年度 28年度

超高速ブロードバンド環境整備及びサービ
スを提供する通信事業者への補助、並びに
その他小規模離島等における環境調査の
実施

目　標
補助実施

環境調査実施

実　績
補助実施

環境調査実施

目　標

実　績

達
成
状
況
説
明

・プロポーザルにより事業者を選定し、補助金交付決定を行った。また事業完了後の実績報告について、補助金交付要綱等に基づき審
査した結果、適正と認められたため、超高速ブロードバンド環境整備の補助金交付を行った。

・その他小規模離島等における環境調査について、プロポーザルにより事業者を選定し、委託業務を実施した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標） 基準値 26年度 27年度 28年度
目標値

（33年度）

対象町村（6町村）の超高速ブロードバンド
環境の構築、並びに環境調査の完了

目　標
環境構築
環境調査

実　績
環境構築完了
環境調査完了

【H33成果目標】
　離島及び過疎地域における超高速ブロー
ドバンドサービス利用率

目　標 42.86%

進
捗
状
況
説
明

①整備対象町村（国頭村、与那国町、座間味村、竹富町、伊是名村、伊平屋村）について、環境整備が完了し、超高速ブロードバンドサー
ビスを提供できる環境を構築した。

②その他小規模離島等における環境調査について、平成29年3月に調査を完了したことにより目標を達成した。



H28-No.16

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①一部市町村において、設計及び施行遅れに伴い繰越が生じた(平成30年3
月完了)。

②整備地域については、市町村と協議を行って定める必要がある。

①翌年度以降に行う環境の整備に影響が生じないよう、進捗管理を徹底する
必要がある。

②整備地域については、事業者及び市町村との協議を重ね、検討する必要
がある。

今後の取り組み方針

①環境の整備を円滑に進めるために、工事の進捗管理を適正に行う。

②整備地域については、事業者及び市町村と協議を重ね、定めていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

1,471,299 1,296,295 1,037,036 135,252 124,007 0 175,004

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○事業者である西日本電信電話（株）沖縄支店は総事業費
の１割を負担しており、事業内容や他の事業の負担割合から
判断しても妥当であった。

○費目・使途については事業目的達成の観点から必要なも
のなのか等について額の確定時において支出等に関する書
類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

沖縄県

交付対象
事業費

1,296,295千円

旅費
事務費

1,393千円

委託料
54,832千円

ICR・OCH・ICC共同体
35,856千円

補助金
1,240,071千円

県負担：124,007千円
町村負担：124,007千円

西日本電信電話（株）沖縄支店
1,240,071千円

超高速ブロードバンド環境整備促進事業
調査委託業務

株式会社情報通信総合研究所
沖縄クロス・ヘッド株式会社
イスミ設備設計株式会社

超高速ブロードバンド環境整備

事業者負担分（交付対象外経費）
175,004千円

ICR・PJS・ICC共同体
18,976千円

超高速ブロードバンド環境整備促進事業
支援業務委託

株式会社情報通信総合研究所
有限会社プロジェクトサポート

イスミ設備設計株式会社

※端数処理の関係上、合計が一致しないところがある。



H28-No.239

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

239 離島利便施設整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（11）－ウ

交通基盤の整備と交通ネット
ワークの充実強化

担当部課名 年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－９

事業内容
　雨よけ等の施設がないことで雨天時において離島の住民の生活物資の輸送、一時保管に支障を来していることから、屋根付き利便
施設を整備し、利便性向上を図る。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　　■後年度（平成30年度）

　土木建築部港湾課
事業実施

（予定）年度
平成 28 ～ 33

(a)当初予算額 0 0 0 － 0

実施方法  　 □直接実施　　　　　■委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

予算額・
執行額

【単位:千円】

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越） 29年度

予
算
の
状
況

(c)増減額(b-a) 0 0 17,000 － 0

(b)予算現額 0 0 17,000 － 0

Ａ．計(b+d) 0 0 17,000 17,000 0

(d)前年度繰越額 － － － 17,000 －

うち交付金充当額 0 0 0 12,350 0

Ｂ．執行済額 0 0 0 15,437 0

執行率（％）(B/A) #DIV/0! #DIV/0! 0.0% 90.8% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 0 0 17,000 0 0

予算の状況の説明
・平成28年度（繰越）予算は、屋根付き利便施設３港分の設計費となっている。

・執行率は90.8%であり、委託業務発注の際に入札残が生じたためである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

屋根付き荷捌き施設の実施設計

目　標 設計完了

実　績 設計完了

達
成
状
況
説
明

・施設の配置および規模の検討に際して、各港の利用状況の把握、地元や利用者との調整に不測の時間を要したことから、
繰越して実施設計を完了させた。

目　標

実　績

実　績 ３港

【H30成果目標】
荷捌き施設の土間の表面温度を抑制

目　標

屋根付き荷捌き施設の実施設計完了３港

目　標 ３港

進
捗
状
況
説
明

・施設の配置および規模の検討に際して、各港の利用状況の把握、地元や利用者との調整に不測の時間を要したことから、
繰越して実施設計を完了させた。

11℃抑制

実　績

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
27年度 28年度 29年度

目標値
（30年度）



H28-No.239

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・施設の配置および規模の検討に際しては、各港の利用状況を詳細に把
握した上、地元や利用者と十分に調整を行う必要がある。

・施設の配置および規模の検討に際しては、各港の詳細な利用状況お
よび地元や利用者との調整に時間を要すことから、事前に資料収集お
よび意見の集約を行う。

.

・施設の配置および規模の検討に際しては、事前に利用動線や貨物量等の資料を収集し、利用状況の把握に努める他、地元や利用者の要望等の意
見集約を行い、事業の円滑な進行を図る。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他

15,437 15,437 12,350 3,087 0 0 0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○委託事業者は指名競争入札方式により実績、資格
等を勘案した上で選定しており、妥当であったと考えて
いる。

○委託業務については、事業目的達成の観点から必
要な成果物が完成しており、適切に実施されたと考え
ている。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

15,437千円

委託料
15,437千円

(株)国建
3,240千円

サキヤマ設計事務所
12,197千円

沖縄県離島利便施設整備検討業務

沖縄県離島利便施設（座間味港、船浦
港（上原地区）、竹富東港）新築工事実
施設計業務



H28-No.276

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

276 南北大東港荷役安全性向上事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

第３章－３－（11）－ウ

交通基盤の整備と交通ネット
ワークの充実強化

担当部課名
Ⅲ－11－（２）

平成28年度

事業内容 　南北大東港において貨物の荷下ろしや船客を乗降させるための既存の移動式クレーンを更新し、荷役作業の安全性及び効率化を図る。

効果発現年度 　　□当年度　　　　　　■後年度（平成30年度）

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　）

　土木建築部港湾課
事業実施

（予定）年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

0

(c)増減額(b-a) 0 － 0 － 0

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 0 － 346,680 － 0

(b)予算現額 0

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

－ 346,680

－ － － 346,680                    －

Ａ．計(b+d) 0 － 346,680 346,680                    

(d)前年度繰越額

うち交付金充当額 0 － 0 200,246 0

0

Ｂ．執行済額 0 － 0 250,307                    0

執行率（％）(B/A) － － 0.0% 72.2% #DIV/0!

Ｃ．次年度繰越額 0 － 346,680 － 0

予算の状況の説明
・移動式クレーンの仕様決定に際して、荷役作業に必要な付属物の有無についての実態調査や南北大東村との調整に
不測の日数を要したため、繰越により入札残を除いた執行率72.2％となった。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

移動式クレーンの整備２台

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標
移動式クレーンの

整備２台

実　績
移動式クレーンの

整備２台

達
成
状
況
説
明

・移動式クレーンの仕様決定に際して、荷役作業に必要な付属物の有無についての実態調査や南北大東村との調整に不測の日数を要
したため、年度内に完了できなかったが、繰り越して完了した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標） 基準値 27年度 28年度 29年度

目　標

実　績

目標値
（30年度）

乗客乗降及び荷役作業に使用する移動式
クレーン２台の整備完了

目　標
移動式クレーン
２台の整備完了

－

実　績
移動式クレーン
２台の整備完了

－

【H30年度】
・荷役作業時の事故：０件

目　標

進
捗
状
況
説
明

・成果目標である移動式クレーン２台の整備完了については、クレーンの仕様決定に際して、利用者である南北大東村との調整に時間を
要したことから移動式クレーンの発注が遅れたことにより繰り越したが、平成30年３月に完了した。

０件

【H30年度】
・荷役作業時間の短縮：20％減

目　標 20％減



H28-No.276

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

・新規クレーンに登載されているクレーン先端のカメラ映像による船内状況把
握により安全性が向上するが、操作性等に慣れるまでは事故等の危険性が
高くなる。

・旋回速度向上により荷役作業の効率化が図られるが、荷崩れや事故等の
発生が懸念される。

・カメラ映像により船内状況を把握できることへの過信が生まれないよう、慎重
を期す必要がある。

・つり上げ時の旋回速度遵守により、荷崩れや事故等の発生しないようにする
必要がある。

250,307 250,307 200,246 50,061 0 0

今後の取り組み方針

・クレーンオペレーター及び荷役作業員への、新規クレーン性能の周知、安全第一の荷役作業の啓発に努める。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

0

受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○一般競争入札を実施しており、支出先及び額は適正であ
る。

○費目・使途については、事業目的達成の観点から必要なも
のなのか等について、関連書類を確認した結果、予算規模、
費目、使途について適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－

沖縄県

交付対象
事業費

250,307千円

備品購入費
250,307千円 移動式クレーン購入

（株）加藤製作所
250,307千円



80%

【H30成果目標】
就職（転職）活動等の役に立った割合（80％
以上）を含め、当該事業のあり方をアンケー
トで検証する。

目標

【H30成果目標】
離島の読書環境が向上したと感じる割合
（80％以上）を含め、当該事業のあり方をア
ンケートで検証する。

目標

－

実　績 方向性を定めた －

80%

80%

【H30成果目標】
沖縄県の文化に対する理解が深まった割合
（80％以上）を含め、当該事業のあり方をア
ンケートで検証する。

－

実　績 40% －

②施設管理・運営主体の方向性を定める

目　標 方向性を定める

進
捗
状
況
説
明

①工事箇所が地域的に集中したことにより、労務者（型枠工等）の手配調整に不測の日数を要したため計画出来高（40％）
に達することができず、出来高33％にとどまった。平成28年度から平成29年度に繰り越した７％の出来高については、平成
29年６月末に完了した。

②検討委員会では、指定管理者制度を導入しない事及び業務委託が可能な業務を位置づけ、施設管理・運営主体の方向
性を定めた。

目標

・知の拠点施設の管理・運営主体の方向性を定める検討委員会を開催し、目標を達成した。

成果目標
（指標）

及び進捗状況

H28成果目標（指標）
基準値

（○○年度）
27年度 28年度 29年度

目　標

実　績

目標値
（30年度）

①再開発事業に係る建物工事の進捗に応じ
た支払（建物工事進捗率40％）

目　標 40%

予算の状況の説明

・予算額はモノレール旭橋駅周辺地区第一種市街地再開発事業において知の拠点施設として供する財産
を取得する経費として公有財産購入費を計上している。

・平成28年度の繰越は、工事箇所が地域的に集中したことにより、労務者（型枠工等）の手配調整に不測の
日数を要したため年度内完了が困難となり、次年度へ繰り越したことによるものである。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

26年度 27年度 28年度 29年度

「新県立図書館基本計画」を踏まえ、施設の
在り方や効用を高めるための検討等を行う
検討委員会の開催

予算額・
執行額

【単位:千円】

－

目　標 開催する

実　績 開催した

達
成
状
況
説
明

執行率（％）(B/A) 81.9% 100.0% 78.1% 100.0% #VALUE!

Ｃ．次年度繰越額 149,429 0 209,201 0 0

うち交付金充当額 549,891 119,543 597,746 167,360 －

－

Ｂ．執行済額 687,364 149,429 747,182 209,201 －

－ 149,429 － 209,201 －

Ａ．計(b+d) 839,589 149,429 956,829 209,201

(d)前年度繰越額

－

(c)増減額(b-a) 0 － 0 － －

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 839,589 － 956,829 － －

(b)予算現額 839,589

　27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

－ 956,829

事業内容
　沖縄県が抱える各種特殊事情等の解決に資する機能を備えた「知の拠点」施設の整備を行い、県民の生涯学習の機会の確保と
充実を図る。

実施方法  　 ■直接実施　　　　　□委託　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□その他　（　　　　）

　教育庁生涯学習振興課
事業実施

（予定）年度
平成

効果発現年度  　 □当年度　　　　　■後年度　（平成30年度）

H28-No.261

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

261 沖縄振興「知の拠点」施設整備事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅲ－３－（１）

第３章－５－（１）－イ

家庭・地域の教育機能の充実

担当部課名 27 ～ 29



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目

今後の取り組み方針

①モノレール旭橋駅周辺地区第一種市街地再開発事業の工期の適切な把握に努め、施設建築物の進捗状況に応じた出来高確認と支払いを行う。

②検討委員会が定めた施設管理・運営主体の方向性をもとに、人事、財政担当と協議して検討委員会の方針に沿った施設管理・運営体制整備を
行う。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

交付対象
事業費

評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。 ○増床売買契約は市街地再開発法に基づき設立さ
れた再開発事業の施行者（旭橋都市再開発株式会
社）と締結しており、妥当であったと考えている。

○施設規模については類似県と均衡のとれた規模と
なっている。また、取得額は不動産鑑定評価や市街
地再開発法に基づく審査委員会を経たものであるこ
とから妥当であったと考える。

○費目・使途については事業目的達成の観点から必
要なものなのか等について額の確定時において支出
等に関する書類により確認、適正であった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

○ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

877,8581,834,241 956,383 765,106 191,277 0 0

うち県
負担金

うち市町村
負担金

その他
総事業費

交付対象外
経費

うち交付金
充当額

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①工事箇所が地域的に集中したことにより、労務者（型枠工等）の手配
調整に不測の日数を要したため年度内に計画出来高に達することがで
きず、次年度への繰越が発生した。

②検討委員会が定めた方針に沿った施設管理・運営を行うためには、
人員確保、予算措置が必要である。

①モノレール旭橋駅周辺地区第一種市街地再開発事業の工期の適
切な把握に努め、施設建築物の進捗工事に応じた出来高確認と支払
を行う必要がある。

②検討委員会が定めた施設管理・運営主体の方向性をもとに、人
事、財政担当と協議して検討委員会の方針に沿った施設管理・運営
体制整備を行う必要がある。

H28-No.261

沖縄県

交付対象
事業費

956,383千円

公有財産購入費
956,346千円

旭橋都市再開発株式会社
956,346千円

モノレール旭橋駅周辺地区第一種
市街地再開発事業施行者

事務費
37千円



27年度

進
捗
状
況
説
明

　財政力の弱い町村を支援することで、町村における実質的な負担が軽減され、支援が無ければ実施が困難だったような事業について円
滑に沖縄振興特別推進市町村交付金の活用が図られ、地域の実情に応じた振興策を積極的に実施することができた。（目標を達成でき
た。）

成果目標
（指標）

及び進捗状況

26年度

町村のうち財政力の弱い町村の沖縄振興
特別推進交付金の円滑な活用が図られる
ことで、地域間の格差なく沖縄振興が推進
される

目　標
支援町村の円滑な
交付金事業の実施

支援町村の円滑な
交付金事業の実施

支援町村の円滑な
交付金事業の実施

実　績
支援町村の円滑な
交付金事業の実施

支援町村の円滑な
交付金事業の実施

達
成
状
況
説
明

・当初目標通り、支援対象となる２３町村に対し支援を実施した。

H28成果目標（指標）
基準値

（　　　年度）
28年度

支援町村の円滑な
交付金事業の実施

目標値
(30年度)

目　標 18団体への支援 23団体への支援 23団体への支援 23団体への支援

実　績 18団体への支援 23団体への支援 23団体への支援 23団体への支援

予算の状況の説明

・支援対象の町村における沖縄振興特別推進市町村交付金を活用した事業の一部が執行調整（関係機関との調整等）な
どに不測の日数を要して年度内完了が困難となったことに伴い、本事業の年度内完了が困難となり、18,322千円を繰り越
した。

・また、対象町村が実施した交付金事業における入札残などによる不用の発生や本事業の支援対象である、非適債事業
（起債の対象とならない事業・取組）に要する経費が想定を下回ったことなどから、不用が42,378千円発生した。

活動目標
（指標）

及び達成状況

H28活動目標（指標）

達成状況

25年度 26年度 27年度 28年度

財政力の弱い町村への財政支援

執行率（％）(B/A) 84.3% 47.7% 88.6% 38.3% －

Ｃ．次年度繰越額 47,411 － 18,332 － -

うち交付金充当額 337,390 18,094 306,172 5,622 -

-

Ｂ．執行済額 421,738 22,618 382,715 7,028 -

－ 47,411                     － 18,332 －

Ａ．計(b+d) 500,000 47,411                     432,121 18,332

-

(c)増減額(b-a) 0 － ▲ 67,879 － -

29年度

予
算
の
状
況

(a)当初予算額 500,000 － 500,000 － -

(b)予算現額 500,000

予算額・
執行額

【単位:千円】

27年度 27年度（繰越） 28年度 28年度（繰越）

－ 432,121 －

(d)前年度繰越額

事業内容
　財政力の弱い23町村が、沖縄振興特別推進交付金を最大限活用できるようにするため、沖縄振興特別推進交付金の町村負担分の一部につい
て財政支援を行う。

実施方法  　 □直接実施　　　　　□委託　　　　　■補助　　　　　□負担　　　　　□その他

　企画部市町村課
事業実施

（予定）年度
平成

効果発現年度 　　■当年度　　　　　　□後年度（　　　　年度）

H28-No.23

平成28年度（繰越）沖縄振興特別推進交付金事業（県分）検証シート【公表用】

事業番号
・事業名

23 沖縄振興特別推進交付金町村支援事業 沖縄２１世紀ビジョン
基本計画該当箇所

年度 沖縄振興基本方針
該当箇所

Ⅳ－１

第４章－４－（３）

地方自治拡大への対応

担当部課名 24 ～ 33

100%
【H30成果目標】
財政力の弱い町村に対する沖縄振興特別
推進交付金の交付決定率

目　標



資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途
の
点
検
評
価

評価 点　検　項　目 評価に関する説明

○ 支出先の選定方法は妥当か。
○支出先については、要綱に基づき、財政力指数をもとに、
財政力の弱い離島過疎等23町村を選定しており、適正であ
る。

○予算額については、財政力の弱い離島過疎等23町村が実
施する沖縄振興特別推進交付金（市町村）の非適債事業の1
／10以内としており、適正な規模である。

○費目・使途については額の確定時において確認し、適正で
あった。

○ 予算規模は事業内容に見合った適正な規模となっているか。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

0

うち交付金
充当額

うち県負担金
うち市町村

負担金
その他

389,743 389,743 311,794 77,949 0 0

今後の取り組み方針

①平成29年度以降においても、対象町村へ事前照会を実施するなど交付対象事業（非適債事業）に要する経費の早期把握に努め、正確かつ迅速な算定に引き続
き努めていく。

②交付金交付額の充当率について、当初の交付決定段階においては、前年度までの実績を踏まえるのみならず、期中の変動に柔軟に対応できるよう努めていく。

資金の流れ
（資金の受け取り先が何を行っているかについて補足する）（単位：千円）

総事業費
交付対象
事業費

交付対象外
経費

H28-No.23

取
組
の
検
証

推進上の留意点（推進上の問題、外部環境の変化） 改善余地の検証（効率の更なる向上の視点）

①町村支援事業の対象町村（23団体）が実施する交付金事業のうち、非適
債事業費の1/10が交付対象事業費となる。金額の算定期間が短く、年度末
に集中することから、正確かつ迅速な算定を行う必要がある。

②予算計上の段階においては非適債事業等を事前に見極めることが困難で
あることから、過去の実績等を勘案し積算している。このため、毎年度の予算
の変動を踏まえ、執行率向上に向けた取組が必要となっている。

①28年度においては本体事業の執行率向上を各団体へ働きかけるとともに、
町村支援事業についても、適宜対象町村へ、その所要額につき事前照会を
行った。これにより交付対象事業費を事前に把握することで、算定事務の平準
化を図ることができた。また、早期に所要額を見込むことができたことから、補
正等による対応が可能となり、繰越額、不用額ともに対前年度比で減少させる
ことができた。これらの成果を踏まえると、引き続き対象町村への事前照会の
実施を継続し、交付対象事業費の早期把握と、交付金の有効活用に努めてい
くことが、課題解決に際して有効であると考えられる。

②不用等の圧縮の観点から、29年度以降において、当初交付決定段階の事
業費に対する交付金交付額の充当率について、期中に変動する可能性があ
ることから、当初の段階では８割としないなどの柔軟な対応が有効であると考
えられる。

沖縄県

交付対象
事業費

389,743千円

交付金
389,743千円

沖縄振興特別推進交付金（市町村）

の非適債事業の1／10以内を交付

国頭村
10,753千円

大宜味村
8,728千円

東村
10,285千円

今帰仁村
14,820千円

本部町
30,330千円

恩納村
6,776千円

宜野座村
20,725千円

伊江村
16,958千円

中城村
29,124千円

与那原町
25,060千円

渡嘉敷村
10,082千円

座間味村
9,650千円

与那国町
12,347千円

竹富町
37,142千円

多良間村
7,425千円

八重瀬町
28,817千円

久米島町
30,562千円

伊是名村
32,369千円

伊平屋村
20,477千円

北大東村
3,587千円

南大東村
8,152千円

渡名喜村
3,291千円

粟国村
12,283千円


